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日本原子力研究開発機構大洗研究所の HTTR（高温工学試験研究炉）は、黒鉛減速ヘリ

ウムガス冷却型、熱出力 30MW、原子炉出口冷却材温度 950℃の我が国初の高温ガス炉であ

る。 

HTTR は高温ガス炉技術の基盤の確立及び高度化のための試験研究を目的としており、定

常運転、安全性実証試験、長期連続運転等を行い、高温ガス炉の運転・保守経験の蓄積、各

種実証試験を実施している。2017 年度は、2013 年 12 月に施行された試験研究用等原子炉

施設に対する新規制基準への適合確認のための原子炉設置変更許可申請に対する審査対応

等を行い、2011 年東北地方太平洋沖地震以来運転停止している HTTR の再稼働に向けての

活動を継続している。 

本報告書は、2017 年度に実施された新規制基準への対応、HTTR の運転・保守管理状況、

及び、実用高温ガス炉に向けた研究開発、国際協力の状況等についてまとめたものである。 
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The High Temperature Engineering Test Reactor (HTTR), a graphite-moderated and helium gas-

cooled reactor with 30MW of thermal power, constructed at the Oarai Research and Development 

Institute of the Japan Atomic Energy Agency is the first High-Temperature Gas-cooled Reactor 

(HTGR) in Japan. 

To establish and upgrade basic technologies for HTGRs, we have obtained demonstration test 

data necessary for relevant R&Ds, and accumulated operation and maintenance experience of HTGRs 

throughout the HTTR's operation such as rated power operations, safety demonstration tests and long-

term high temperature operations, and so on. The application document for the HTTR licensing to 

prove conformity with the new regulatory requirements for research reactors taken effect since 

December 2013 had been applied. The efforts to restart the HTTR, stopped since 2011 by the 2011 off 

the Pacific coast of Tohoku Earthquake, have been carried out in the fiscal year 2017. 

This report summarizes, conformity with the new regulatory requirements for research reactors 

and so on, activities and results of HTTR operation, maintenance, relevant R&Ds for commercial-

scale HTGR and international cooperation which were carried out in the fiscal year 2017. 
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高温ガス炉は、1000℃に近い高温の熱を取り出せるとともに、冷却材喪失事故等におい

て燃料破損を生じない極めて高い安全性を有する原子炉である。高温工学試験研究炉

HTTR : High Temperature engineering Test Reactor（以下、「HTTR」という。）は、原子炉熱

出力 30MW、最高原子炉出口冷却材温度 950℃の性能を有し、高温の冷却材温度を利用し

た水素製造技術及び高温ガス炉技術の開発のために日本原子力研究開発機構（以下、原子力

機構という。）が建設した日本初の高温ガス炉である。 

 HTTR は 1991 年から建設を開始し、1998 年 11 月 10 日に初臨界、2001 年 12 月に原子炉

出口冷却材温度 850℃、2004 年 4 月に原子炉出口冷却材温度 950℃を達成した。その後、

高温ガス炉の実用化を目指したデータ取得のための長期連続運転、優れた安全性を実証す

るための安全性実証試験等を進めている。表 1.1 に HTTR の軌跡を示す。HTTR は、2011

年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震以降から運転を停止している。その後、震災

後の 2013 年 12 月 18 日に施行された試験研究用等原子炉施設に対する新規制基準の適合性

確認のため、2014 年 11 月 26 日に原子炉設置変更許可申請を実施している。 

2017 年度は、申請した原子炉設置変更許可申請について、原子力規制委員による審査に

継続して対応し、原子炉設置変更許可申請書の第 2 回、第 3 回及び第 4 回の補正を行って

おり、HTTR の運転再開に向けた活動を実施している。 

 高温ガス炉とこれによる水素製造技術の研究開発は、総合科学技術会議が地球温暖化対

策として選定した「水素エネルギーシステム技術」であり、原子力委員会が定めた 6 項目の

ビジョンの 1 つである「原子力による革新的水素製造技術」の実現を目指すものである。ま

た、文部科学省の「低炭素社会づくり研究開発戦略」の戦略④「将来的なエネルギー技術開

発」において、2050 年までに CO2 排出量半減に寄与するための革新的な水素製造技術開発

として取り上げられている。 

 

1.1 運転・保守の状況 

(1) HTTR の運転 

本年度は、東北地方太平洋沖地震後の新規制基準に対する適合性確認のための運転の

実施が困難と判断し、原子力規制委員会に対して本年度の運転を未定とした 3 か年の運

転計画を提出した。このため、本年度は第 5 回施設定期検査を継続して実施し、原子炉

運転は行わなかった。 

 

(2) 第 5 回施設定期検査及び施設定期自主検査 

第 5 回施設定期検査は、2010 年 12 月 8 日付けで施設定期検査の申請を行い、2011 年

2 月 1 日より開始したが、同年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震の影響で運転

再開の目途が立たず、延長して継続している。原子炉停止中においても継続的に機能を維

持する必要がある施設の検査についてのみ実施されており、本年度は 2017年 10月 19日、

2017 年 11 月 17 日及び 2017 年 12 月 1 日の 3 回の規制庁立会検査を受検した。 
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原子炉施設保安規定に基づく施設定期自主検査については原子炉長期停止中において

も、保安に直接関連する設備及び計器について所定の性能を満足していることを確認し

た。また、核燃料物質使用施設等保安規定に基づく施設定期自主検査（放射線測定器を含

む）については保安に直接関連する設備及び計器について、所定の性能を満足しているこ

とを確認した。 

 

(3) 運転再開に向けた検討 

本年度は、2014 年度に申請した原子炉設置変更許可申請について、原子力規制委員に

よる新規制基準適合性に係る審査を継続して受けている。2017 年度の審査状況及び 2017

年度に実施した第 2 回から第 4 回の原子炉設置変更許可申請書の補正について記載して

いる。詳細については第 2 章に示す。 

  

(4) 機器の製作、工事の状況 

本年度実施した主要な機器の製作、工事は、2010 年に経験した広領域中性子検出器の

動作不能に対して、改良型の中性子検出器を製作・納入を実施した耐高温環境性能の向上

を図った中性子検出器の開発である。保守管理の詳細については第 3 章に示す。 

 

1.2 技術開発の状況 

本年度実施した主要な技術開発は、HTTR 核燃料物質使用施設の保管廃棄施設の設置等に

関する変更許可申請において必要な保管廃棄施設内の PHITS コードによる実効線量評価、

HTTR の新しい利用方法として太陽電池パネル用球状シリコン半導体製造の可能性につい

て検討した製造量評価及び 2018 年 3 月に実施したコールド試験において実施した動的機器

の振動測定である。技術開発の詳細については第 4 章に示す。 

 

1.3 放射線管理 

本年度は、原子炉停止中の機能維持に係る定期検査等が主な作業であり、2011 年から継

続している施設定期自主検査として、計測制御設備、気体廃棄物処理設備等の対応作業が行

われた。作業中放射線管理、個人被ばく管理並びに排気及び排水の管理において、放射線管

理上問題となる事象はなかった。HTTR における本年度の放射線管理の状況を第 5 章に示

す。 

 

1.4 品質保証活動 

大洗研究開発センター（2018 年 4 月 1 日付け組織改正により事業所名称は「大洗研究所」

に変更したが本報は 2017 年度の報告書であるため、当時の名称で記載する。以下、センタ

ーという。）における原子力施設等の保安活動に関する品質保証活動は、2006 年度から

JEAC4111 に準拠した品質保証活動が実施されており、HTTR においても品質マネジメント
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型高温ガス炉の早期実用化に向けた高温ガス炉技術等の分野に関して人材交流も含め協力

を進めることとした。 
また、その他の高温ガス炉開発に関する国際協力として、米国、カザフスタン、インドネ

シア、中国及び韓国との二国間協力並びに国際原子力機関（IAEA）を通じた国際協力、第

4 世代原子力システム国際フォーラム（GIF）を通じた国際協力、OECD/NEA を通じた国際

協力の多国間協力を実施している。詳細については第 9 章に示す。 

 

1.8 人材育成 

 原子力機構の「平成 29 年度の業務運営に関する計画（年度計画）」にあるように、HTTR 

を人材育成の場として活用し、国内外の研究者等に高温ガス炉の安全性に関する知識を習

得させ、高温ガス炉に関する優秀な人材を育成し、技術の継承を図ることを目的とした人材

育成の活動を実施した。詳細については第 10 章に示す。 
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表 1.1 高温工学試験研究炉（HTTR）の軌跡 

1989.2 原子炉設置許可申請 

1990.11 原子炉設置許可 

1991～1997 建設 

1997.9.5 原子炉施設保安規定の認可 

1998.11.10 初臨界 

1999.11 出力上昇試験開始 

2001.12.7 定格出力 30MW、原子炉出口冷却材温度 850℃達成 

2002.3.6 使用前検査合格証取得（30MW、850℃） 

2002.6 安全性実証試験（第 1 期）の開始 

2004.4.19 定格出力 30MW、原子炉出口冷却材温度 950℃達成 

2004.6.24 使用前検査合格証取得（30MW、950℃） 

2005.10.1～ 第 1 期中期計画*1 開始（日本原子力研究所と核燃料サイクル開発機構

が統合され、独立行政法人日本原子力研究開発機構が設立） 

2006 JEAC4111 に準拠した品質保証活動及び ISO14001 環境マネジメ

ントシステムに基づく環境管理活動の開始 

2006.9.27 原子炉設置変更許可（HTTR 原子炉保護設備等の改造） 

2007.3.27～4.26 定格 30 日連続運転の達成 

2007.7 定期的な評価*2の実施 

2010.1.22～3.13 高温 50 日連続運転の達成 

2010.4.1～ 第 2 期中期計画*1開始 

2010.12.22 安全性実証試験（第 2 期）の開始 

2011.2.1～ 第 5 回施設定期検査 

2013.12.18 試験研究用等原子炉施設に関する新規制基準施行 

2014.11.26 新規制基準適応に係る原子炉設置変更許可申請 

2015.4.1～ 第 3 期中期計画*3 開始（国立研究開発法人日本原子力研究開発機構に

名称変更） 

2017.8 定期的な評価（第 2 回）*2の実施 

2018.4.1 原子力機構組織改正（高温ガス炉研究開発センタ―の設置等） 

＊1：独立行政法人通則法に基づく中期目標を達成するための計画 

＊2：試験炉規則に基づく運転開始から 10 年を超えない期間毎に行う保安活動等に関する評価 

＊3：独立行政法人通則法（平成二六年六月十三日改正）に基づく中期目標を達成するための計画 
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Conformity with New Regulatory Requirements for Research Reactors
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2.1 概要 

2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に伴う東京電力福島第一原子力発電所の津波被

害による事故を踏まえ、2013 年 12 月 18 日に試験研究用原子炉施設を含む核燃料使用施設

等の新規制基準が定められた。表 2.1 に試験研究用等原子炉施設に関する新規制基準につ

いて示す。 

HTTR は東北地方太平洋沖地震後すぐに点検を実施し、原子炉施設の機器・建家等の健

全性確認を終了したが、原子力規制委員会の基本的な考え方では、熱出力 500kW 以上

50MW 以下の中高出力炉及びガス冷却型研究炉等を運転するためには新規制基準施行後の

初回施設定期検査までに新規制基準への適合確認を完了する必要があるとしている。この

ため試験研究用等原子炉施設に係る新規制基準の適合確認のため、2014 年 11 月 26 日に原

子力規制委員会に原子炉設置変更許可申請を行った。表 2.2 に新規制基準の適合に関する

HTTR 原子炉施設原子炉設置変更許可申請の概要を示す。 

申請内容（新規制基準の要求事項）は概ね以下の項目であり、2017年度は審査会合 12回、

審査ヒアリング 43 回（設工認に関する審査ヒアリングを含む）を実施し審査を継続してい

る。2017 年度の審査会合及び審査ヒアリングの開催履歴を付録 3 に示す。 

① 安全設計の基本方針 

 ② 地盤・地震・津波 

 ③  外部からの損傷 

④  火災防護 

 ⑤  溢水防護 

 ⑥  通信連絡 

 ⑦  外部電源喪失 

 ⑧  監視設備 

 ⑨  多量の放射性物質等を放出する事故の拡大防止 

2017 年度においては、2017 年 3 月末時点で、原子力規制委員会における審査会合等を受

け、議論が概ね収束した「試験研究用等原子炉施設の地盤」、「地震による損傷の防止」、

「津波による損傷の防止」、「外部からの衝撃による損傷の防止」の竜巻及び火山等、「火

災による損傷の防止」、「溢水による損傷の防止」等について、記載の適正化や追記等の対

応を第 2 回から第 4 回の補正にて実施した。主な内容を次節に示す。 

 

2.2 対応状況 

2.2.1 原子炉設置変更許可申請書の第 2 回から第 4 回補正内容 

(1) 使用済燃料の処分の委託先の一部削除 

   原子力機構の「施設中長期計画（2017.4.1）」に基づき、本文に記載のある使用

済燃料の処分の方法において、再処理の委託先から原子力機構の核燃料サイクル

工学研究所を削除した。 
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(2) 防護対象施設に係る補正 1 

   放射性物質を内包している観点から、使用済燃料貯蔵建家内の貯蔵ラック及び

貯蔵セルを第 6 条（外部衝撃）第 1 項及び第 3 項、第 8 条（内部火災）及び第 9 条

（内部溢水）の防護対象施設として追記した。また、航空機落下確率については、

使用済燃料貯蔵建家を標的面積に加え再評価を実施した。 

(3) 防護対象施設に係る補正 2（外部衝撃による損傷の防止） 

   外部事象に対する具体的な防護設計として、以下を追記した。 

   ・発生頻度が極めてまれな事象と考えられる竜巻及び火山に対して、原子炉施設

としての安全性（「停止」、「冷却」、「閉じ込め」及び「使用済燃料冷却」）

を確保することを基本方針とし、そのために必要な安全機能を有する構築物、

系統及び機器を防護対象設備とした。 

   ・発生頻度が比較的高いと考えられる外部事象に対しては、安全機能上の重要度

分類クラス 1 から 3 に属する構築物、系統及び機器を防護対象とした。 

(4) 外部衝撃による損傷の防止に係る補正 

   施設に影響を及ぼし得る火山事象について、設計方針として建家が降灰の荷重

に耐えること、その際の評価条件は、降下火砕物の特性として、降灰量が層厚 50cm、

密度 1.5g/cm3であることを記載した。 

(5) 多量の放射性物質等を放出するおそれのある事故に係る補正 

   事故シーケンスに基づく確率論での評価を実施していたが、確率ではなく事象

が最も厳しくなるような安全機能喪失を考慮した評価を原子力規制委員会による

審査で求められた。このため、事故シーケンスに基づく評価等を削除するとともに、

発生確率は非常に小さいが、実効的に排除できない事象を組み合わせた事故事象

を選定し、事象の評価、事象の収束に向けた対策等について記載した。 

(6) 地盤、地震及び津波に係る補正 

   地盤、地震及び津波について、追加調査や最新知見の反映等を踏まえて各種見直

しを行った。主な見直しは、基準地震動について、当初申請時には 1 波であったも

のを 6 波に見直し、津波について、当初申請時には「基準津波」を策定する予定で

あったが、施設への津波到達可能性の評価として「施設に大きな影響を及ぼすおそ

れのある津波」に見直した。 

(7) 火災による損傷の防止に係る補正 

   内部溢水に係る評価において、消火用水からの溢水量を利用しているため、消火

時間との整合性確保の観点から仮置きする可燃物の量及び位置の管理について追

記した。 

(8) 保管廃棄施設に係る補正 

   固体廃棄物の保管管理の改善を図ることを目的として新規制基準適合性に関す

る申請とは別に行っていた申請を取り下げ、新規制基準適合に関する申請に加え、
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新規制基準適合のための設計方針や保管廃棄施設（固体廃棄物保管室）の設備仕様

の保管能力を追記した。 

(9) 法人名の変更に係る補正 

   「独立行政法人日本原子力研究開発機構」を「国立研究開発法人日本原子力研究

開発機構」に変更した。 

(10) 品質保証体制の変更に係る補正 

   技術的能力に係る部分の変更として、トップマネジメントを所長から理事長へ

変更した。その他、組織改編に係る管理組織の変更、技術者数、有資格者数及び研

修派遣者数等の変更をした。 
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表 2.1 試験研究用等原子炉施設に関する新たに制定・改正された規則類 

規則名 分類 

核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律 （改正） 

試験研究の用に供する原子炉等の設置、運転等に関する規則 （改正） 

試験研究の用に供する原子炉等の設計及び工事の方法の技術基準に関する規

則 

（改正） 

試験研究の用に供する原子炉等の溶接の技術基準に関する規則 （改正） 

試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則   （制定） 

試験研究の用に供する原子炉等に係る試験研究用等原子炉設置者の設計及び

工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規

則 

（制定） 

試験研究の用に供する原子炉等の性能に係る技術基準に関する規則 （制定） 

試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設備の基準に関する規則の

解釈 

（内規） 

試験研究の用に供する原子炉等に係る試験研究用等原子炉設置者の設計及び

工事に係る品質管理の方法及びその検査のための組織の技術基準に関する規

則の解釈 

（内規） 

試験研究の用に供する原子炉等における保安規定の審査基準 （内規） 
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表 2.2 新規制基準の適合に関する HTTR 原子炉施設原子炉設置変更許可申請の概要 

（2014 年 11 月 26 日申請時） 

項目  要求事項  原子炉設置変更許可申請書の内容  

安全設計の 
基本方針  

試験研究の用に供する原子炉等の位置、構造及び設

備の基準に関する規則（以下、「許可基準規則」と

いう。）への適合  

許可基準規則において示された「安全機能上の重要度

分類の考え方」及び「耐震重要分類の考え方」に基づ

き、安全機能上の重要度分類及び耐震重要度分類に

ついて、HTTR の安全上の特徴を踏まえて分類。  

地盤・地震・津波 

耐震設計上重要な建物等は、活断層の露頭がない地

盤に設置すること。  
敷地内における地質調査結果から活断層が無いこと

を確認。  

耐震設計上重要な建物等は、基準地震動による地震

力が作用した場合においても、当該施設を十分に支

持することができる地盤に設けること。 
耐震重要施設は、基準地震動による地震力に対して

安全機能が損なわれないこと。 

2011 年東北地方太平洋沖地震及びその後の知見を反

映して検討用地震とその評価を見直し、基準地震動

SS を策定（最大加速度：水平 700 ガル、鉛直 400 ガ

ル）  
重要な安全機能を有する施設は、基準地震動による

地震力に対して、その安全機能が損なわれないよう

設計する。  

基準津波に対して安全機能が損なわれないこと。 基準津波を策定し、敷地での遡上高さ（T.P＋16.9m）

を考慮しても、原子炉施設は、津波による遡上波が

到達しない標高（T.P＋36.5m）に設置してあるため、

安全性が損なわれることはない。  

外部からの損傷  

自然現象  竜巻、火山、森林火災等による影響に対して、安全

施設の安全機能を損なわない設計とする。  

外部人為事象  

航空機落下、ダムの崩壊、爆発、近隣工場等の火

災、有毒ガス、船舶の衝突、電磁的障害等の事象に

対して、安全施設の安全機能を損なわない設計とす

る。  

火災防護  内部火災により原子炉施設の安全性が損なわれない

こと。  

火災により原子炉施設の安全性を損なわないよう、

火災発生防止、火災感知及び消火、火災の影響軽減

を適切に組み合わせた措置を講じる。  

溢水防護 内部溢水により安全施設の安全機能が損なわれない

こと。  

溢水が生じた場合においても、原子炉を停止し、放

射性物質の閉じ込め機能を維持できる設計とする。

また、使用済燃料貯蔵設備の貯蔵プールの冷却水が

喪失することにより、使用済燃料を冷却する機能を

損なわないように設計する。 

通信連絡  外部との通信連絡の強化  設計基準事故が発生した場合の必要箇所との間の通

信連絡設備は、多様性を確保した設計とする。  

外部電源喪失  全交流動力電源喪失時の措置  

全交流動力電源が喪失した場合に、原子炉は安全に

停止できる。停止後の監視に必要な電源を一定時間

確保するため蓄電池等の直流電源設備を設ける設計

とする。  

監視設備  放射線管理モニタリングの強化  
周辺環境モニタリング設備である固定モニタリング

設備は、無停電電源装置等に接続するとともに、伝

送系は多様性を確保する設計とする。  

多量の放射性物質

等を放出する事故

の拡大防止 

設計基準事故を超えた事象を想定し、発生防止対策

と影響緩和対策の有効性を評価 

設計基準事故より発生頻度は低いが、敷地周辺の一

般公衆に対して過度の放射線被ばく（実効線量の評価

値が発生事故当たり 5mSv を超えるもの）を与えるお

それがある事故について評価し、そのおそれがある

場合には、事故の拡大を防止するために必要な措置

を講じる設計とする。  
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Operation and Maintenance

３．運転・保守
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3.1 原子炉の運転管理 

2017 年度は、2013 年 12 月に施行された試験研究用等原子炉施設に対する新規制基準へ

の適合確認に係る審査対応を行っていたことから原子炉運転は行わなかった。 

 

3.2 冷却材中金属摩耗粉定量試験（非核加熱試験） 

原子炉を起動しない状態での施設の特性評価、冷却系等の総合確認及び運転員の力量維

持・向上を目的として、非核加熱による試験を行った。試験は、2018 年 3 月 1 日から 3 月

19 日に実施した。本年度の非核加熱試験は、再稼働前の最終確認の位置付けとなる 2018 年

度の非核加熱試験の準備に向け、動的機器を作動し健全性確認を通じて若手運転員（訓練

員）の運転技能の向上に主眼を置いて行った。また、研究開発の一環として、冷却材中の不

純物移行挙動を調べるための試料採取設備の計器類の健全性確認を行った。試験は、1 次系

圧力約 0.9 MPa において、ヘリウム純化設備、ヘリウムサンプリング設備及び燃料破損検

出装置を起動し、動的機器の振動測定を行い、1・2 次ヘリウム循環機の起動、試料採取設

備の系統構成手順を確立し、それらの健全性を確認した。結果の詳細については、4.3 節に

記載する。 

 

3.3 装置・設備の保守管理 

3.3.1 施設定期検査 

HTTR は、2011 年 2 月より第 5 回施設定期検査を実施しているが、東北地方太平洋沖地

震の影響による設備・機器の点検作業及び新規制基準への適合確認のための審査が継続し

ていることに伴い、施設定期検査が継続している。このため本年度においても昨年度と同

様に、原子炉停止中において継続的に機能が維持されていなければならない施設の検査に

ついて受検することとなった。 

第 5 回施設定期検査計画書及び要領書（2010 年 12 月 20 日初版策定）については、東北

地方太平洋沖地震に伴い、従来、書類検査（または一部書類検査）で実施していた一部の検

査項目について、原則として立会検査とする改定（2011 年 11 月 16 日改定 4）が行われた。

その後、立会区分の変更後に検査を受検した項目については、従前の立会区分に戻す改定

（2012 年 11 月 5 日改定 5）が行われた。 

本年度は昨年度と同じく、機能維持に係る施設定期検査を 2017 年 10 月 19 日、11 月 17

日、12 月 1 日にそれぞれ受検し合格した。 

 

3.3.2 施設定期自主検査 

(1) 原子炉施設保安規定に基づく施設定期自主検査 

HTTR では、原子炉施設保安規定に基づく HTTR 本体施設等施設定期自主検査を 2011 年

2 月 1 日から実施している。本年度は、新規制基準施行に伴い、適合確認のための審査が継

続していることから、施設定期自主検査期間を延長することにした。また、原子炉長期停止
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中においても、保安に直接関連を有する設備及び計器について、毎年検査を実施するよう

施設定期自主検査実施計画の変更を行い、当該検査において所定の性能を満足しているこ

とを確認した。 

 

(2) 核燃料物質使用施設等保安規定に基づく施設定期自主検査 

核燃料物質使用施設等に係る施設定期自主検査（放射線測定器を含む）を 2017 年 4 月 13

日から 2018 年 3 月 23 日の期間で実施し、保安に直接関連を有する設備及び計器について、

所定の性能を満足していることを確認した。 

 

3.4 耐高温環境性能の向上を図った中性子検出器の開発 

3.4.1 概要 

2010 年に経験した広領域中性子検出器（WRM：Wide Range Monitor）ch.2、ch.3 の動作不

能が MI ケーブル端子側のニッケル線の熱サイクルに起因する断線であることを踏まえ、断

線メカニズムの検討、中性子検出器の構造改良案の立案及びモックアップ試験による検証

を行い、改良型の中性子検出器を製作・納入し、耐高温環境性能を向上させた中性子検出器

を開発した。図 3.4.1 に広領域中性子検出器の概略図を示す。 

 

3.4.2 構造改良案の検討 

(1) 断線メカニズムの検討 

断線は、ニッケル線とそれに接続している MI ケーブル芯線及び金属管の線膨張係数の差

異により応力が発生しているものと仮定し、各部位の伸びに係る設計条件等の検討をした。 

検討の結果、常温から 450℃に昇温した際に金属管の伸びがニッケル線と MI ケーブル芯

線の伸びよりも小さいことから、ニッケル線と MI ケーブル芯線の伸びを吸収することがで

きず、運転サイクル毎に MI ケーブル芯線よりも細径で強度が弱いニッケル線に繰り返しの

応力が集中することで断線が発生したものと結論づけた。図 3.4.2 に各部位の伸びを示す。 

 

(2) 構造改良案の立案 

断線メカニズムの検討を踏まえ、ニッケル線と MI ケーブルの接合部近傍における耐高温

環境性能の向上を目的とした構造改良案を立案した。具体的には、案 1）従来の構造が細径

で強度の弱いニッケル線に応力が集中しやすかったことから、ニッケル線を無くし、MI ケ

ーブル芯線と金属管を直接接合する構造への変更、案 2）従来の構造が細径で強度の弱いニ

ッケル線であったことから、ニッケル線を強度の強い材料とする変更、案 3）断線時の冗長

性を確保するためにニッケル線の本数を 1 本から 2 本に増やす構造に変更する構造改良案

を立案した。 
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(3) 構造改良案の評価・選定 

構造改良案の評価及び選定にあたっては、断線の原因となった応力集中の観点からニッ

ケル線近傍の構造強度及び、断線した材料の強度に着目した。結果、改良案 1)を採用した。

具体的な採用理由として、MI ケーブル芯線はニッケル線よりも太径で断面積が大きいこと

から、従来の構造よりも応力が集中し難い構造であり、耐高温環境性能が高い材料である

ことを確認している。さらに MI ケーブル芯線と金属管を直接接合することで構成部品が削

減され、接合部を減らすことで断線リスクが低減されることが主な理由である。従って改

良案 1)が広領域中性子検出器に係る耐高温環境性能の向上に大きく寄与するものと判断し、

モックアップ試験にて改良の妥当性を検証することとした。 

 

3.4.3 構造改良案の妥当性の検証 

 モックアップ試験は、耐高温環境性能に対する検証を目的に熱サイクル試験を実施した。

試験は、実機の MI ケーブル端子部を模擬したモックアップ品を製作し、試験条件は HTTR

の運転を想定した検出器の設置環境 450℃、これまでの運転実績等を考慮したサイクル数

55 回で実施した。試験結果は、外観確認、導通確認、X 線撮影の結果、断線、亀裂等の異

常は確認されなかった。 

以上のことから、耐高温環境性能が向上していることを検証し、構造改良案を実機の広

領域中性子検出器の製作仕様として決定した。 

 

3.4.4 まとめ 

モックアップ試験の結果から断線メカニズムが線膨張係数の差異により応力が発生し断

線に至ったことを特定した。さらに、構造を改良したことで①熱サイクルによる負荷に対

する耐久性の向上、②構成部品を削減したことによる断線リスクの低減する改良を達成し、

耐高温環境性能の向上を図った中性子検出器の開発を完遂した。 
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図 3.4.1 広領域中性子検出器の概略図 

 

 

図 3.4.2 各部位の伸び 
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図 3.4.1 広領域中性子検出器の概略図 

 

 

図 3.4.2 各部位の伸び 
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4.1 HTTR 核燃料物質使用施設の保管廃棄施設の実効線量評価 

(1) 概要 

HTTR 核燃料物質使用施設としての保管廃棄施設の設置等に関する変更許可申請におい

て、保管廃棄施設内の実効線量評価が必要となる。しかし、施設内には放射性固体廃棄物

を内包した保管廃棄設備（金属製容器）が密集して置かれるため、従来使用してきた QAD

等の解析コードでは、高線量位置を適切に選定して評価することが困難であった。このた

め、3 次元線量当量率分布を詳細に計算できる PHITS（Particle and Heavy Ion Transport code 

System、Ver. 2.88）1)を使用して評価した。なお、保管廃棄設備に保管する廃棄物は、HTTR

核燃料物質使用施設で発生する固体廃棄物のうち、カートンボックス等に収納した可燃性

及び不燃性の雑固体、換気空調設備等のフィルタである。 

 

(2) 計算条件 

実効線量評価は、保管廃棄室内における線量当量率の最大値を求め、HTTR 核燃料物質

使用変更許可申請書で定める遮蔽設計基準に基づき、1 週間当たりの実行線量を算出する

ことで評価した。PHITS で用いる線源エネルギーは、安全側に評価するため、固体廃棄物

中に含まれる放射性核種のうち、他の核種に比べ存在比率が高く、ガンマ線エネルギーの

高い 60Co を仮定して設定した。線源形状は、カートンボックス等を個々にモデル化せず、

固体廃棄物を保管する直方体及び円柱の金属容器内に一様に分布するモデルとした。また、

線源強度は、2010 年度から 2015 年度までの固体廃棄物の引き渡し実績に基づき算出した

1cm3 当たりの放射能量（1.71 Bq/cm3）に上記の箱型線源及び缶型線源の体積を乗じた値と

した。 

 

(3) 計算結果 

図 4.1 保管廃棄施設内の線量当量率分布の例を示す。計算結果から、保管廃棄施設内の

線量当量率の最大値は、8.2×10-3 mSv となった。これは、表 4.1 に示す遮蔽設計基準の B 区

分に相当し、「週 10 時間以内の立入りのところ」となり、時間管理を行うことで人が常時

立ち入る場所の遮蔽設計の目標値である 1m Sv/週を下回ることを確認した。これらの評価

結果を用いて、核燃料物質使用施設の変更許可を申請し、2017 年 4 月に許可を取得した。 
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表 4.1 HTTR 核燃料物質使用施設の遮蔽設計基準 

 

区    分 設計基準線量当量率 

管理区域内 

A：週 48 時間以内立入りのところ 0.006mSv/h 以下 

B：週 10 時間以内立入りのところ 0.06mSv/h 以下 

C：ごく短時間しか立入らないところ 0.5mSv/h 以下 

D：通常は立入り不要のところ 特に規定せず 

 

 

 

【FL+0.8m～+0.9m】 

 

図 4.1 保管廃棄施設内の線量当量率分布（例） 
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4.2 HTTR における太陽電池パネル用球状シリコン半導体の製造量評価 

(1) 概要 

HTTR の新しい利用を検討するため、太陽電池パネル用球状シリコン半導体製造の可能

性について検討した。現在利用されている太陽光発電パネルは、単結晶または多結晶のシ

リコンウェーハが 90%を占めているが、インゴッドを切断して研磨するため廃棄物が発生

するとともに、これによる無駄が製造コストを高くする要因にもなっている。これに対し

て、球状シリコンは、シリコンを溶融滴下させて製造するため安価であるとともに、反射

材により設置角度の調整が不要となるため設置箇所を自由に選べる特長があるが、製造法

の制限から P 型のみ製造されている。しかし、P 型は使用時間が経過するとともに N 型よ

り発電効率が低下する傾向がある。このため、十分な照射体積を確保できる HTTR を利用

し、中性子核変換ドーピング法{NTD-Si、[30Si(n,γ)31Si→31P]}による N 型球状シリコンの製

造について検討した 2)。 

 

(2) シリコン製造装置及び計算条件 

シリコン製造装置の概念図を図 4.2 に示す。装置は、可動反射体ブロックに設置するも

のとし、直径 1 mm の球状シリコンがアルミニウム製のスクリューを上部から下部へ重力

で転がりながら移動し、均一に中性子照射しながら連続装荷・取り出しができる構造とし

た。 

球状シリコン半導体の製造量は、球状シリコンの抵抗率が 9 Ωcm （31 P 濃度：4.3×1014 

cm-3）になるまで照射するものとし、30Si の捕獲反応率は連続エネルギーモンテカルロコー

ド MVP を用いて求めた。また、熱出力は HTTR の定格熱出力である 30MW、可動反射体

ブロックの温度は 500℃、球状シリコンは照射孔の約 30%の体積を占めるものとして計算

した。なお、球状シリコンの最大製造量は、照射孔の数（3〜12）と直径（10〜25cm）をパ

ラメータ計算し、照射物による負の反応度の制限値（最大 1%Δk/k）以下で製造できる最大

量として求めた。 

 

(3) 計算結果 

計算結果から、定格出力運転年数あたりの球状シリコンの最大製造量は、照射孔数が 3

箇所かつ照射孔直径が 20cm とした場合であり、年間 40t 製造出来ることが明らかとなっ

た。なお、この条件での照射時間は 47 時間であった。 
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図 4.2 シリコン製造装置の概念図 
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4.3 動的機器の振動測定 

訓練員による設備点検の技能向上のため、2018 年 3 月に実施したコールド試験において、

1 次純化設備、1 次サンプリング設備、燃料破損検出装置の振動測定を実施した。測定結果

の一例として、燃料破損検出装置に設置されている圧縮機の電動機部分の振動測定データ

を図 4.3 に示す。今回取得した振動データは、設備が正常に機能している場合に相当する

ものであることから、今後の点検時と比較することによって、設備の異常の有無を確認す

ることができる。 

今回の振動測定には、16 人の訓練員が参加し、測定器の取扱や測定方法を習得すること

により、訓練員の技能の向上につながった。 

 

 

図 4.3 振動測定結果（例） 
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5.1 放射線作業時の管理 

(1) 施設定期自主検査作業中の管理 

本年度は、2011 年から継続している施設定期自主検査として、計測制御設備、気体廃

棄物処理設備等の対応作業が行われた。作業期間中、放射線モニタリングなどを実施し

た結果、放射線管理上問題となる事象はなかった。 

 

(2) 1 次冷却設備ヒートトレース装置ケーブル及びケーブルコンジット交換作業 

1 次冷却設備ヒートトレース装置ケーブル及びケーブルコンジット交換作業が 2017 年

12 月 15 日から 12 月 20 日にかけて行われた。本作業は、1 次冷却設備の定期点検に併

せ、同設備のヒートトレース装置ケーブル及びケーブルコンジットを交換する作業であ

る。 

本作業での作業者の被ばくは 1 次ヘリウム循環機の配管からの放射線によるものであ

り、個人最大 0.05mSv、集団合計 0.07mSv（APD）であった。また、作業は線量当量率及

び表面密度の確認を随時行い実施したが、放射線管理上の問題はなかった。 

 

(3) その他の作業 

上記以外の施設の放射線管理として、管理区域内及び放出放射性物質の定期的な放射

線モニタリングを実施した結果、放射線管理上問題となる事象はなかった。 

 

5.2 個人被ばく管理 

放射線業務従事者の被ばく結果を表 5.1 に示す。本年度における職員等及び請負業者に

ついては、0.1mSv を超える被ばくはなく、放射線業務従事者に係る線量限度を十分に下回

っていた。また、内部被ばくについては、バイオアッセイ法及び体外計測法による定期的

に行う確認検査を実施した結果、全て検出下限値未満であり、内部被ばくもないことを確

認した。 

 

5.3 排気及び排水の管理 

(1) 排気中の放射性塵埃及び放射性ガスの管理 

排気筒から放出された放射性塵埃及び放射性ガスの測定結果を表 5.2 に示す。放射性

塵埃及び放射性ガスの最大濃度は、全て検出下限濃度未満であり排気筒からの有意な放

出はなかった。 

 

(2) 放射性廃液の管理 

放射性廃液貯槽から放出された放射性廃液の最大濃度及び年間放出量を表5.3に示す。

有意に検出された核種は 3H のみで、それ以外の核種は年間を通して全て検出下限濃度未

満であった。3H の最大濃度は 3.1×10-1 Bq/cm3、年間放出量は 2.0×106 Bq/年であった。3H
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の年間放出量は、大洗研究開発センターの放出管理目標値に比べて十分低い値であった。

また、廃棄物管理施設に引き渡した放射性液体廃棄物は 3H：4.7×106 Bq、4.7×100 m3であ

った。 

 

5.4 放射線管理設備に係る保守管理 

(1) 施設定期自主検査 

原子炉施設保安規定第 2 編 36 条及び核燃料物質使用施設等保安規定第 2 編第 33 条に

基づき、2017 年 4 月 13 日から 9 月 6 日にかけて放射線測定機器の施設定期自主検査を実

施した結果、所定の性能が維持されていることを確認した。結果については、安全管理

部長に報告するとともに HTTR 運転管理課長に通知した。 

 

(2) 修理及び改造 

 本年度における放射線管理設備における修理、及び放射線管理設備に係る保安規定に 

おける改造計画の提出に該当する改造はなかった。 
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表 5.3 HTTR から放出された放射性液体廃棄物 

主な核種 
最大濃度 

（Bq/cm3） 

年間放出量＊2 

（Bq/年） 

廃液量 

（m3） 
3H   3.1×10-1 2.0×106 

3.4×101 
60Co ＜2.8×10-3 0 
137Cs ＜3.6×10-3 0 

その他 ＜1.8×10-2 0 

（注）年間放出量は、最大濃度が検出下限濃度未満の場合放出量を“0”として集計した。 

 
 

＊2：大洗研究開発センターの放出管理目標値（液体廃棄物） 
核 種 放出管理目標値（Bq/年） 

3H 3.7×1012 
 

3H 以外 
 

総量 2.2×109 
60Co 2.2×108 
137Cs 1.8×109 
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＊2：大洗研究開発センターの放出管理目標値（液体廃棄物） 
核 種 放出管理目標値（Bq/年） 
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137Cs 1.8×109 

 

Activities of Quality Assurance System 

６．品質保証活動の実施状況
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6.1 概要 

2017 年度における高温工学試験研究炉部の主な活動は、 

①2014 年 11 月 26 日付で申請した新規制基準適合性に係る原子炉設置変更許可申請（設計

及び工事の方法の認可申請も含む）に係る審査ヒアリング（実施回数 33 回）及び審査会

合（実施回数 7 回）への対応 

②同許可申請に対して第 2 回補正（2017 年 6 月 29 日）、第 3 回補正（2017 年 12 月 21 日）

及び第 4 回補正（2018 年 2 月 23 日）を実施 

③新規制基準適合性に係る設計及び工事の方法の認可申請（第 1 回）（2018 年 2 月 9 日）

を実施 

により、2013 年 12 月 18 日から施行された核燃料施設等の新規制基準に対する原子力規

制庁の許認可取得の業務を進めるとともに、施設定期自主検査の実施等の長期停止中の施

設に対する安全確認を実施し、また、コールド試験による運転員の再教育等を実施し、運転

再開への準備を進めたことである。 

センター全体としては、2017 年 6 月 6 日に発生した燃料研究棟の汚染事故（以下、燃研

棟汚染事故という。）は品質保証上の大きな問題であり、2017 年度は本汚染事故に対する

対応が大きな比重を占めることとなった。高温工学試験研究炉部においても原子力機構及

びセンターからの改善指示等の水平展開に従い、各種要領の改定、事例研究教育の実施、是

正処置プログラム（CAP）の導入等の改善活動を実施した。 

上記の 2017 年度の活動を踏まえた高温工学試験研究炉部の品質保証活動実績を以下に示

す。 

 

6.2 品質保証活動の実績 

(1) 原子力安全等の達成に関する外部機関への対応 

 1) 原子炉施設保安検査及び核燃料使用施設等保安検査に係る対応 

年間業務管理及び文書管理に関する是正処置（2016 年度第 4 回保安検査におけるコメ

ント）について、是正処置計画書に改定すべき文書が多岐にわたることを反映させ、計

画を見直すこと、引き続き文書管理に関する是正処置を継続して実施することとのコメ

ントがあり、是正処置計画書の変更を実施し、最終的に第 2 回保安検査で説明し、了承

された。 

文書管理について品証文書とその他の文書の定義の明確化等すべき、長期停止中にお

ける施設定期自主検査について計画について毎年定めるべきとのコメントがあり、本コ

メントについては第 2 回保安検査後に指摘事項となり、2 件の不適合事象として対応し

た。これらの対応の是正処置を第 3 回保安検査にて説明したが、原因分析を追記するよ

うコメントを受け是正処置計画書の修正を実施した。最終的に第 4 回保安検査にてコメ

ントを含めた是正処置結果を説明し、了承された。また、燃研棟汚染事故に関する予防

処置として緊急時対応について部の要領に位置づけるようにコメントがあり、原子力機

JAEA-Review 2019-006

- 39 -



JAEA-Review 2019-006 

- 40 - 

構の水平展開として実施した（第 3 回保安検査）。さらに、第 4 回保安検査にて、燃研棟

汚染事故に関連してグリーンハウス設置及び身体除染訓練の予防措置の実施状況及び

原子力科学研究所の WASTEF における負傷事故事象に係る対応状況について説明した

が、特に指摘事項はなかった。 

 

2) その他 

新規制基準適合性に係る原子炉設置変更許可申請に対してヒアリング及び審査会合

に対する対応業務（許可申請書の補正及び設工認申請を含む）、IAEA の査察、施設定期

検査、保安検査官の巡視、運転計画の届出において監督官庁からの高温工学試験研究炉

部に対する直接の指摘事項等はなかった。また、茨城県から原子力安全協定に基づく平

常時立入調査が 2018 年 2 月 27 日に実施されたが指摘事項等はなかった。2017 年度の原

子力安全等の達成に関する外部機関への対応状況を表 6.1 に示す。 

 
(2) プロセスの実施状況及び検査･試験 

本年度のプロセスの実施状況及び検査・試験の結果は以下のとおりである。 

1) 品質目標 

2017 年度の高温工学試験研究炉部の品質目標の達成状況に関しては、品質目標を全

て達成することができた。 

品質目標の策定に当たっては、2017 年度のセンター品質方針に基づき策定されたセ

ンターの品質目標を受けて、高温工学試験研究炉部の品質目標及び品質保証活動計画

を策定した。2017 年度の品質目標における主な活動は、原子力安全に対する自らの活

動の意味及び重要性の認識をさらに浸透させるため部長及び課長による設備保安に関

するメッセージの発信、予防処置活動、遵守意識の醸成教育、法令等に関する習熟教育

等である。2017 年度の品質目標の概要を表 6.2 に示す。 

なお、燃研棟汚染事故に対する対応としてセンターの品質目標は 2 回改定が実施さ

れ、事例研究教育の実施、安全に係るホールドポイントを作業要領等への反映及び確認

の仕組みの構築、安全情報等を要領等へ反映する仕組みの構築等の部の品質目標への

変更の対応を実施した。 

   

2) 不適合管理 

不適合管理は「大洗研究開発センター品質保証に係る不適合管理並びに是正処置及

び予防処置要領（大洗 QAM-03）」に基づき実施している。2017 年度の不適合事象の発

生は以下に示す 6 件あり、内訳はランク A 及び B は 0 件、全てランク C であった。

2017 年度に発生した 6 件の不適合事象の概要を表 6.3 に示す。①及び②はふげんにお

ける検査記録の管理不備に係る水平展開の結果として抽出されたものである。③及び

④は 6.2(1)にて記載した保安検査の指摘事項に対するものである。 
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構の水平展開として実施した（第 3 回保安検査）。さらに、第 4 回保安検査にて、燃研棟
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するメッセージの発信、予防処置活動、遵守意識の醸成教育、法令等に関する習熟教育

等である。2017 年度の品質目標の概要を表 6.2 に示す。 

なお、燃研棟汚染事故に対する対応としてセンターの品質目標は 2 回改定が実施さ

れ、事例研究教育の実施、安全に係るホールドポイントを作業要領等への反映及び確認

の仕組みの構築、安全情報等を要領等へ反映する仕組みの構築等の部の品質目標への
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2) 不適合管理 

不適合管理は「大洗研究開発センター品質保証に係る不適合管理並びに是正処置及

び予防処置要領（大洗 QAM-03）」に基づき実施している。2017 年度の不適合事象の発

生は以下に示す 6 件あり、内訳はランク A 及び B は 0 件、全てランク C であった。

2017 年度に発生した 6 件の不適合事象の概要を表 6.3 に示す。①及び②はふげんにお

ける検査記録の管理不備に係る水平展開の結果として抽出されたものである。③及び

④は 6.2(1)にて記載した保安検査の指摘事項に対するものである。 
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①ふげんにおける検査記録の管理不備に関する緊急調査において確認された記録等

の不備 H 計(3) （発生日：2017.8.25 ランク C） 

②ふげんにおける検査記録の管理不備に関する緊急調査において確認された記録等

の不備 H 運(19) （発生日：2017.8.25 ランク C） 

③「品証文書」の定義等に係る文書管理の不備（発生日：2017.8.29～8.31 ランク C） 

④長期停止中における施設定期自主検査の不備（発生日：2017.8.29～8.31 ランク C） 

⑤原子炉設置変更許可申請の第 3 回補正における誤記（発生日：2017.12.26 ランク C） 

⑥グリーンハウス設置訓練及び身体除染訓練における自主的改善 

（発生日：2017.11.21 ランク C） 

 

3) 原子炉施設の検査・試験の結果 

施設の定期的な自主検査及び施設検査に関しては、以下の通り実施した。 

・ HTTR 本体施設等施設定期自主検査実施計画及び HTTR 核燃料物質使用実施計画

に従って、施設・設備の再稼働前の安全確認を計画的に実施した。 

 ・第 5 回施設定期検査実施計画に基づき施設定期検査を受検し、原子炉停止中におい

て継続的に機能を維持する必要のある施設について、機能が維持されていること

の確認を受けた。（官庁立会検査：2017.10.19、2017.11.17、2017.12.1） 

 

(3) 是正処置及び予防処置 

1) 是正処置 

是正処置は「大洗研究開発センター品質保証に係る不適合管理並びに是正処置及び

予防処置要領（大洗 QAM-03）」に基づき実施している。2017 年度は以下 5 件の是正

処置を実施した（是正処置の実施は是正処置報告が終了したものとする）。なお、①は

2016 年度（平成 28 年度）に発生した不適合事象であり、それ以外は 2017 年度（平成

29 年度）に発生したものである。2017 年度に実施した是正処置の概要を表 6.4 に示す。 

① 2016 年度第 4 回保安検査におけるコメント（発生日：2017.2.16 ランク C） 

② ふげんにおける検査記録の管理不備に関する緊急調査において確認された記録

等の不備 H 計(3) （発生日：2017.8.25 ランク C） 

③ ふげんにおける検査記録の管理不備に関する緊急調査において確認された記録

等の不備 H 運(19) （発生日：2017.8.25 ランク C） 

④ 「品証文書」の定義等に係る文書管理の不備（発生日：2017.8.29～8.31 ランク C） 

⑤ 長期停止中における施設定期自主検査の不備（発生日：2017.8.29～8.31 ランク C） 

 

2) 予防処置 

予防処置に関しては、「不適合事項等水平展開実施規則（大洗 QAM-06）」に基づき

安全・核セキュリティ統括部から提供された原子力機構内外からの安全情報、過去の
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センター内で発生した不適合情報及び不具合情報から以下の 1 件の予防処置を実施し

た。2017 年度に実施した予防処置を表 6.5 に示す。 

・「常陽」メンテナンス台車走行レール破断（不具合情報に係る予防処置） 

 

(4) 安全文化醸成及び関係法令の遵守状況 

安全文化醸成及び関係法令の遵守については、理事長の定める「平成 28 年度原子力施

設における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針」に基づき、HTTR におい

て「平成 28 年度安全衛生活動基本方針に基づく実施計画（安全文化の醸成及び法令等の

遵守活動計画）」を定め、教育の実施等の安全文化の醸成及び法令等の遵守に努めた。 
 

(5) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更 

1) 原子炉等規制法等の改正に係る変更 

高温工学試験研究炉部の品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある原

子炉等規制法等の改正に係る変更はなかった。 

 

2) 保安規定の改正に係る変更 

HTTR の品質保証活動に影響する保安規定の改定は以下のとおりである。 

原子炉施設保安規定 

・2017 年 6 月 16 日改正 

 ①照射試験炉センター及び材料試験炉部に係る組織改正に伴う変更 

  照射試験炉センターを廃止する。材料試験炉部の業務課の名称を計画管理課に

変更する。原子炉第 1 課と原子炉第 2 課を統合し、原子炉課とする。新たに廃止措

置準備室を設置する。（2017 年 12 月 1 日施行） 

 ②高温工学試験研究炉部に係る組織改正に伴う変更 

  高温工学試験研究炉部の業務課と HTTR 計画課を統合し、業務課を廃止する。

（2017 年 12 月 1 日施行） 

・2018 年 3 月 8 日改正 

 ①組織改正に係る変更 

  事業所名称の「大洗研究開発センター」から「大洗研究所」への変更、大洗研究

所に高温ガス炉研究開発センター及び環境技術開発センターの設置、安全管理部

の廃止並びに保安管理部及び放射線管理部の設置等。（2018 年 4 月 1 日施行） 

 ②大洗研究所の管理責任者の変更 

  大洗研究所の管理責任者を「品質保証担当副所長」から「大洗研究所担当理事」

に変更。（2018 年 4 月 1 日施行） 

核燃料使用施設等保安規定 

・2017 年 6 月 16 日改正 

 上記の原子炉施設保安規定の 2017 年 6 月 16 日改正と同じ。 
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センター内で発生した不適合情報及び不具合情報から以下の 1 件の予防処置を実施し

た。2017 年度に実施した予防処置を表 6.5 に示す。 

・「常陽」メンテナンス台車走行レール破断（不具合情報に係る予防処置） 

 

(4) 安全文化醸成及び関係法令の遵守状況 

安全文化醸成及び関係法令の遵守については、理事長の定める「平成 28 年度原子力施

設における安全文化の醸成及び法令等の遵守に係る活動方針」に基づき、HTTR におい

て「平成 28 年度安全衛生活動基本方針に基づく実施計画（安全文化の醸成及び法令等の

遵守活動計画）」を定め、教育の実施等の安全文化の醸成及び法令等の遵守に努めた。 
 

(5) 品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある変更 

1) 原子炉等規制法等の改正に係る変更 

高温工学試験研究炉部の品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のある原

子炉等規制法等の改正に係る変更はなかった。 
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HTTR の品質保証活動に影響する保安規定の改定は以下のとおりである。 

原子炉施設保安規定 
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  高温工学試験研究炉部の業務課と HTTR 計画課を統合し、業務課を廃止する。

（2017 年 12 月 1 日施行） 

・2018 年 3 月 8 日改正 

 ①組織改正に係る変更 

  事業所名称の「大洗研究開発センター」から「大洗研究所」への変更、大洗研究

所に高温ガス炉研究開発センター及び環境技術開発センターの設置、安全管理部

の廃止並びに保安管理部及び放射線管理部の設置等。（2018 年 4 月 1 日施行） 

 ②大洗研究所の管理責任者の変更 

  大洗研究所の管理責任者を「品質保証担当副所長」から「大洗研究所担当理事」
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核燃料使用施設等保安規定 

・2017 年 6 月 16 日改正 

 上記の原子炉施設保安規定の 2017 年 6 月 16 日改正と同じ。 
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・2018 年 12 月 25 日改正 

①燃料研究棟のフード及び 108 号室のグローブボックスにおける管理の変更 

  燃料研究棟のフード及び 108 号室のグローブボックスにおける核燃料物質の取

扱いを止め、核燃料物質を取り扱わない設備とすることを追加する等。（2018 年 2

月 13 日施行） 

・2018 年 3 月 8 日改正 

 ①保管廃棄施設の設置に伴う変更 

  「廃棄物仕掛品」の定義の変更、廃棄物仕掛品の管理を見直すとともに廃棄物の

仕掛品の保管場所に係る記載の削除。固体廃棄物の廃棄に係る管理の追加し、保管

廃棄施設を追加する等。（2018 年 3 月 22 日施行） 

 ②組織改正に係る変更 

  事業所の名称を「大洗研究開発センター」から「大洗研究所」への変更、大洗研

究所に高温ガス炉研究開発センター及び環境技術開発センターの設置、安全管理

部を廃止し、保安管理部及び放射線管理部の設置等。（2018 年 4 月 1 日施行） 

 ③大洗研究所の管理責任者の変更 

  大洗研究所の管理責任者を「品質保証担当副所長」から「大洗研究所担当理事」

に変更。（2018 年 4 月 1 日施行） 

  

 3) 組織体制の変更等に関する情報 

当部における組織体制の変更としては 2017 年 12 月 1 日に高温工学試験研究炉部業

務課と HTTR 計画課が統合された件がある。変更された品質保証活動の体制図を図 6.1

に示す。なお、2018 年度（2018 年 4 月 1 日）から原子力機構全体の組織改正が実施さ

れており、2017 年度は 6.2 (5) 2)にあるように保安規定の変更認可申請等の組織改正の

準備が実施された。 

施設･設備の変更に関しては、品質マネジメントシステムに影響を及ぼす可能性のあ

る、施設･設備の変更はなかった。 
 

(6) 品質マネジメントシステムの継続的な改善 

品質マネジメントシステムの継続的な改善としては、部の品質管理要領に基づく業

務に対する日常的レビュー及び定期的レビューによる各課の業務の改善、定期文書レ

ビューに基づく品質保証管理要領等の改定等による品質マネジメントシステムの継続

的な改善に取り組んだ。また、保安検査におけるコメント及び燃研棟汚染事故に対する

対応を含め実施した HTTR 品質保証管理要領の主な改定を以下に示す。 

なお、「大洗研究開発センター原子炉施設の設計及び工事に係る品質保証計画書（QS-

P15）」は廃止され、「大洗研究所原子炉施設及び核燃料物質使用施設等品質保証計画

書（QS-P12）」に統合された。統合に伴い、品質保証計画書は構成を共通編、原子炉施

設編、使用施設等編の 3 編に変更され、原子炉施設について技術基準規則の要求事項と

JAEA-Review 2019-006

- 43 -



JAEA-Review 2019-006 

- 44 - 

の整合を取るように改訂された。 

制改定後の HTTR 品質保証管理要領の文書体系を図 6.2 に示す。 

1) 保安検査におけるコメント対応 

・「業務の管理要領（HTTR-QAM-07）」及び「レビュー実施要領（HTTR-QAS-12）」

を改訂することにより、各課の年間の業務管理について年間業務計画を作成し、部

長確認の方法等のプロセスを明確にした。（2017.6.9 施行） 

・「文書及び記録の管理要領（HTTR-QAS-01）」及び「教育・訓練管理要領（HTTR-

QAS-02）」を改訂することにより、文書及び記録の承認者の確認を漏れなく実施

するようにし文書管理の改善を図った（2017.6.9 施行）。また、「総則（HTTR-QAM-

01）」、「監視機器及び測定機器の管理要領（HTTR-QAM-05）」、「検査及び試

験の管理要領（HTTR-QAM-06）」を改訂し、解釈があいまいな部分の改善を実施

した。さらに、「文書及び記録の管理要領（HTTR-QAS-01）」を改訂し、各課年 1

回以上のレビューを実施することにより文書管理の継続的な改善を図った。

（2017.8.24 施行） 

・「文書及び記録の管理要領」を改訂することにより、センター要領と整合させるた

め用語の共通化を図った。また、あいまいな用語として誤解を招きかねない「品証

文書」及び「その他の文書」の記載は使わないこととし、管理対象文書の範囲を明

確にするため高温工学試験研究炉が作成した文書として「内部文書」と定義し改善

を実施した。（2017.12.25 施行） 

 

2) 燃研棟汚染事故への対応 

・「身体汚染が発生した場合の措置に関するガイドライン」に基づき、制改定の必要

性を検討した結果、「HTTR 放射線作業安全マニュアル」について身体汚染の測定、

緊急用資機材等の管理方法等について改定した。（水平展開 2017 内 017「大洗汚

染事象を踏まえた、各拠点・各施設の要領等に対する「身体汚染が発生した場合の

措置に関するガイドライン」の反映について」） 

・業務の管理要領（HTTR-QAM-07）を改訂することにより、3H 作業（初めて、変更、

久しぶり）に対する個別業務計画の作成手順等を明確にし、作業実施前に部長が要

求事項を確認することした。（水平展開 2017 内 018「大洗汚染事象を踏まえた水

平展開」） 

・「総則（HTTR-QAM-01）」及び「HTTR 定例会議運営要領（HTTR-QAS-13）」を

改訂することにより、現場で発生する様々な不適合の可能性がある事象を部レベ

ルの会議体で、情報を吸い上げ、不適合管理、是正処置及び予防処置につなげる仕

組み（是正処置プログラム（CAP））を明確にした。（水平展開 2017 内 018「大洗

汚染事象を踏まえた水平展開」） 
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なお、原子炉施設保安規定第 1 編第 37 条に基づき HTTR 原子炉施設が運転開始後 20

年を経過する前に実施する定期的な評価を実施し、その調査結果を 2017 年 8 月 18 日

に所長に報告している。保安活動の実施状況の評価、最新の技術的知見の反映状況につ

いて評価した結果、HTTR 原子炉施設は十分な保安活動を実施しており、適切かつ有効

であったと評価している。また、原子炉施設の安全性・信頼性確保のための新たな追加

措置は摘出されなかった。なお、新規制基準に関しては審査中であることから、適合性

確認が終了した段階で見直しを行い、必要に応じて評価の変更を行うものとしている。 
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表 6.3 2017 年度 不適合管理状況一覧（1/2） 
名 称 内 容 

①ふげんにおける検査記録の管理
不備に関する緊急調査において確
認された記録等の不備 H 計(3)  
（発生日：2017.8.25 ランク C） 

「ふげんにおける検査記録の管理不備に関する緊急調査」において

2015、2016 年度の記録（12,292 件）を確認した結果、1．修正方法の不

備（修正箇所のあった記録 1,241 件の内、438 件の修正方法＊1 に不備＊2、3

があった。）、2．適用する様式の不整合（旧様式を使用しているものが

15 件あった。不整合の内容は最新の様式を使用していないものが主で

あった。）3．記録の未作成（保安教育訓練実施報告書にダブルチェック

を行う記録に未作成の記録が 2 件あった。） 
＊1文書及び記録の管理要領（大洗QAM-01）及び文書及び記録の管理手順（HTTR-
QAS-01)に定める記録の修正方法。 
＊2 修正日付が未記入、承認後承認者以外が修正等。 
＊3 不備のうち 4 件の定期自主検査記録の修正については別に「気体廃棄物施設

定期自主検査要領書修正の不備」として不適合管理を実施する。 

②ふげんにおける検査記録の管理
不備に関する緊急調査において確
認された記録等の不備 H 運(19)  
（発生日：2017.8.25 ランク C） 

「ふげんの水平展開を踏まえた記録等の管理の仕組みの改善に関する

対応」において調査した結果、気体廃棄物の廃棄施設の排風機に係る施

設定期自主検査の要領書に修正の不備が見つかった。検査要領書の手順

の変更を行う際、HTTR運転管理課長に変更内容を説明した後、正式な要

領書の改訂を行わず、手書きで要領書を修正し、検査を行った。 
 

③「品証文書」の定義等に係る文書
管理の不備 
（発生日：2017.8.29～8.31 ランク
C） 

2017年度第2回原子炉施設保安検査において、「高温工学試験研究炉部

の「文書及び記録の管理要領」について、当該要領書の「品証文書」の

定義が、大洗研の品質保証体系と異なり、範囲を限定していること、

また、当該要領書において、「その他の文書」の用語を使用するなど、

管理対象文書の範囲にあいまいな点がある。」との改善すべき事項とし

て指摘があった。（その後、原子力規制委員会の2017年度第2回保安検

査における報告書（原規規発第1711152号）にて速やかに改善すべき事項

として、本内容について確認した。） 

④長期停止中における施設定期自
主検査の不備（発生日：2017.8.29～
8.31 ランク C） 

2017年度第2回保安検査にて、施設定期検査期間が長期に及ぶ場合の施

設定期自主検査の実施計画は、HTTR運転管理課長が定める「HTTR運転

管理課 年間業務計画」に定められていること、また、当該計画に基づ

いて2016年度の施設定期自主検査が漏れなく実施されていることを確

認した。一方、部長が定める「検査実施要領」に係る検査において、施

設定期自主検査が長期に及び場合の施設定期自主検査を毎年は実施し

ていないことについては、施設定期自主検査は施設定期検査を受ける

時期毎に行うこととの試験炉規則の要求に対する認識が不足している

との指摘があった。（その後、原子力規制委員会の2017年度第2回保安

検査における報告書（原規規発第1711152号）にて速やかに改善すべき事

項として、本内容について確認した。） 
 

⑤原子炉設置変更許可申請の第 3
回補正における誤記（発生日：
2017.12.26 ランク C） 

2017年12月21日付けにて原子力規制委員会に提出した新規制基準対応

の原子炉設置変更許可申請の第3回補正において誤記があることが判明

した。誤記の内容は組織図（添付書類五）の照射試験炉センター長の削

除をしていなかったこと及び材料試験炉部の「廃止措置準備室長」を「廃

止措置準備課長」と誤記したものである。 
今回の誤記以外に誤記の発生が無いかを新旧対照表と照らし合わせる

確認作業を実施した結果、安全に係るものでない3箇所に誤記があるこ

とを確認した。また、第4回補正についても新旧対照表との照らし合わ

せを行う確認作業を実施し、これらの誤記について第4回補正に反映さ

せたが、第1回補正の申請書からあった添付書類十の既許可部分の一部

記載漏れが判明した。 
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表 6.3 2017 年度 不適合管理状況一覧（2/2） 
名 称 内 容 

⑥グリーンハウス設置訓練及び身
体除染訓練における自主的改善 
（発生日：2017.11.21 ランク C） 

（燃料研究棟の汚染事故において不適合報告が行われ、各部署において

も以下の点で自ら不適合事象とした。） 
(1)グリーンハウス設置訓練 
⑦汚染事故を想定する実験室等でグリーンハウスの設置を必要とするか

の評価結果について、記録として残されていない。 
⑩当該施設の放射線業務従事者（従業員）の全員はグリーンハウスの設

置を経験していない。 
⑪グリーンハウス設置訓練時の作業者の装備について、事故対応を想定

したものになっていなかった（一部の施設）。 
(2)身体除染訓練 
①身体除染訓練として燃料研究棟での事象（半面マスク内部の汚染）を

踏まえた、顔面汚染時の除染訓練の想定がなされていない（一部の施

設）。 
②負傷を伴った除染訓練が実施されていない（一部の施設）。 
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表 6.4 2017 年度 是正処置実施状況一覧（1/3） 
名 称 内 容 原 因 是正処置 

①平成 28 年度第
４回保安検査にお
けるコメント（発
生日：2017.2.16 ラ
ンク C） 

2016 年度第 4 回保安検査に

おいて、「年間運転管理工

程について、現状、部長が

確認していることが確認で

きない。」、「品質保証の改

善について他部署を参考に

しつつ、部としてアクショ

ンプランを作り次回の保安

検査までにスピード感をも

ってプロセスを確立するこ

と」等のコメントがあっ

た。 

①年間運転管理の原因につ

いては、定例会議等で確認

されてはいたが、プロセス

として明確にされていなか

ったこと。 
②部長確認がなかったこと

の原因については、文書管

理において適切な承認者の

設定の確認が不十分であっ

たこと。 
が挙げられる。 

「HTTR 品質保証体系確認

WG」を設置し、HTTR 部と

して今回の是正処置に取り

込むこととした。是正処置

の方法は、①年間の業務管

理については、「業務の管

理要領（HTTR-QAM-07）」及
び 「 レ ビ ュ ー 実 施 要 領

（HTTR-QAS-12）」を改訂す

ることにより部長確認の方

法等のプロセスを明確にす

る。また、②文書管理につ

いては、文書及び記録の承

認者の確認を行い、「文書

及 び 記 録 の 管 理 要 領

（HTTR-QAS-01）」及び「教

育・訓練管理要領（HTTR-
QAS-02）」を改訂することに

より改善を図る。 
 

②ふげんにおける
検査記録の管理不
備に関する緊急調
査において確認さ
れた記録等の不備
H 計(3) （発生日：
2017.8.25 ランク
C） 

「ふげんにおける検査記録

の管理不備に関する緊急調

査」において2015、2016年度

の記録（12,292件）を確認し

た結果、1．修正方法の不備

（修正箇所のあった記録

1,241件の内、438件の修正方

法＊1に不備＊2、3があった。）、

2．適用する様式の不整合

（旧様式を使用しているも

のが15件あった。不整合の

内容は最新の様式を使用し

ていないものが主であっ

た。）3．記録の未作成（保安

教育訓練実施報告書にダブ

ルチェックを行う記録に未

作成の記録が2件あった。） 
 

各不備の原因を以下のとお

り特定した。 
1．修正方法の不備 
①文書の管理方法について

の理解が不足していた。 
②修正方法を忘れていた。 
③自らの活動の持つ意味及

び重要性の認識が十分でな

かった。 
2．適用する様式の不整合 
①様式を使用する際に要領

書又は関係者等に確認する

ことをしなかった。 
②最新の様式の保管場所が

定められていてもその場所

を知らなかった。 
③最新の様式の一部につい

て保管場所が定められてい

ないものがあった。 
3．記録の未作成 
①当該記録の未作成に対す

る影響の理解が不足してい

た。 
②要領書の様式にある記載

が実際の様式にはなかっ

た。 

1．文書及び記録の管理要領

（大洗 QAM-01）及び文書及

び記録の管理要領（HTTR-
QAS-01）の再教育（本件の

事例教育を含む記録の重要

性の認識についての教育） 
2．最新版の様式を使用する

ことについての教育 
3．品質保証管理要領等の最

新の様式の保管場所を明確

にして共有する。 
4 ． 教 育 訓 練 管 理 要 領

（HTTR-QAS-02）の再教育 
5 ． 教 育 訓 練 管 理 要 領

（HTTR-QAS-02）の保安教

育等参加者チェックシート

等の改訂 
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表 6.4 2017 年度 是正処置実施状況一覧（1/3） 
名 称 内 容 原 因 是正処置 
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新の様式の保管場所を明確
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表 6.4 2017 年度 是正処置実施状況一覧（2/3） 
名 称 内 容 原 因 是正処置 

③ふげんにおける
検査記録の管理不
備に関する緊急調
査において確認さ
れた記録等の不備
H 運 (19) （発生
日：2017.8.25 ラ
ンク C） 

「ふげんの水平展開を踏ま

えた記録等の管理の仕組み

の改善に関する対応」にお

いて調査した結果、気体廃

棄物の廃棄施設の排風機に

係る施設定期自主検査の要

領書に修正の不備が見つか

った。検査要領書の手順の

変更を行う際、HTTR 運転

管理課長に変更内容を説明

した後、正式な要領書の改

訂を行わず、手書きで要領

書を修正し、検査を行っ

た。 

1．要領書の変更手順の不

備 
文書及び記録の管理要領等

に定める文書の変更方法に

ついての理解が不足してい

た。また、課長は文書変更

について明確な指示をしな

かった。 

是正処置計画書に従い、

「文書及び記録の管理要領

（大洗 QAM-01）」及び「文

書 及 び 記 録 の 管 理 要 領

（HTTR-QAS-01）」の再教育

（本件事例教育を含む）を

実施した（2017.11.30）。 

④「品証文書」の
定義等に係る文書
管理の不備（発生
日 ： 2017.8.29 ～
8.31 ランク C） 

2017年度第2回原子炉施設

保安検査において、部の

「文書及び記録の管理要

領」について、当該要領書

の「品証文書」の定義が、セ

ンターの品質保証体系と異

なり、範囲を限定している

こと、また、当該要領書に

おいて、「その他の文書」の

用語を使用するなど、管理

対象文書の範囲にあいまい

な点がある。」との改善す

べき事項として指摘があっ

た。 

1．『当該要領書の「品証文

書」の定義が、センターの

品質保証体系と異なり、範

囲を限定していること』に

ついては、2012 年度に当該

要領書の共通化が図られた

が、その際、文書管理にお

いて運用に支障がなけれ

ば、あまり厳密な定義には

こだわらない認識が部内に

あることが推測される。 
2.『「その他の文書」の用語

を使用するなど、管理対象

文書の範囲にあいまいな点

があること』については、

「品証文書」という部独自

の用語を設定することと

「その他の文書」という語

句を使用することにより管

理対象文書の範囲の記載が

不明確になっていた点が原

因である。 

①センター要領との用語の

共通化を図り、センター要

領と整合させるため、「文

書及び記録の管理要領」を

改訂し、以下の改善を実施

した。 
(a) 管理対象文書の範囲を

明確にするため、「内部文

書」と定義した。また、「そ

の他の文書」の記載は使わ

ないこととした。 
(b) 「品証文書」について、

センター要領と用語を統一

して「品質保証関連文書」に

変更した。 
②「教育・訓練管理要領

（HTTR-QAS-02）」について

もセンター要領との整合性

について確認した。（確認

の 結 果 、 問 題 は な か っ

た。） 
③文書の作成又はレビュー

の際には運用上の問題に留

意することに加えて、定義

等の論理性にも気を配るよ

うに部内に注意事項として

周知した。 
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表 6.4 2017 年度 是正処置実施状況一覧（3/3） 
名 称 内 容 原 因 是正処置 

⑤長期停止中にお
ける施設定期自主
検査の不備（発生
日 ： 2017.8.29 ～
8.31 ランク C） 

2017 年度第 2 回保安検査に

て、施設定期自主検査が長

期に及び場合の施設定期自

主検査を毎年は実施してい

ないことについて、施設定

期自主検査は施設定期検査

を受ける時期毎に行うこと

との試験炉規則の要求に対

する認識が不足していると

の指摘があった。 

1．施設定期自主検査は施設

定期検査を受ける時期毎に

行うこととの「試験研究の

用に供する原子炉等の設

置、運転等に関する規則」

の要求に対する認識につい

ては、これまでの保安検査

でのコメント等はなかった

が、コミュニケーション不

足により規制側と被規制側

で規則の要求に対する考え

方に相違が生じた。 
2．その結果、施設定期自主

検査実施計画に長期停止中

の施設定期自主検査は反映

されておらず、自主保安と

して実施していたこと、年

間業務計画では施設定期自

主検査を実施しているよう

な計画となっているなど不

明確な位置づけになってい

た。 

1．施設定期自主検査実施計

画は、施設定期自主検査を

毎年実施する計画となって

いないことから、施設定期

自主検査実施計画を変更

し、長期停止中においても

毎年検査が必要な項目を追

記した。 
2．「検査実施要領（HTTR-
QAS-61）」には、長期停止中

の施設定期自主検査は自主

保安で実施する記載となっ

ていることから、検査実施

要領を改正し、長期停止中

においても毎年検査が必要

な項目について施設定期自

主検査として実施すること

を明確にした。（2018.1.15
施行） 
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保安で実施する記載となっ

ていることから、検査実施

要領を改正し、長期停止中

においても毎年検査が必要

な項目について施設定期自

主検査として実施すること

を明確にした。（2018.1.15
施行） 
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表 6.5 2017 年度 予防処置実施状況一覧 

名 称 起こり得る不適合及びその原

因特定 
不適合の発生を予防するた

めの処置の必要性の評価 予防処置の計画 

「常陽」メンテ

ナンス台車走

行レール破断 
（不具合情報

に係る予防処

置） 

「常陽」のメンテナンス台車走

行レール破断は、建家境界でレ

ールつなぎ目に段差が生じた

ことから台車移動時にレール

に応力が加わったことが原因

である。 
HTTR では移送台車に燃料出入

機を搭載し、原子炉建家から使

用済燃料貯蔵建家に使用済燃

料を移送する作業があり、建家

境界レールに段差があると移

送途中に移送台車のレールが

破断して移送不能に陥る可能

性がある。 

 「常陽」の事例を受け、建

家境界も含め移動台車の

レールについて、早急に点

検し異常がないことを確

認した。（2018.2.15～2.28） 
移送台車の自主検査（外観

検査）において、レールの

外観を確認することとな

っているが、建家境界に着

目した具体的な検査方法

等が記載されていない。こ

のことから、具体的な建家

境界のレールの検査方法

等を明記し要領を改定し

た。（2018.3.5）なお、移動

台車を取扱う者を対象に

要領改定について周知教

育を実施した。（2018.3.5） 
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図 6.1 HTTR の保安活動に係る品質保証活動体制図 

（2017 年度までの組織図：2018 年 3 月 31 日現在） 
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＊2017 年 12 月 1 日に業務課を統合。 
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図 6.2 HTTR の品質保証活動に係る文書体系図 

（2017 年度までの組織図：2018 年 3 月 31 日現在） 
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Deliberations in Specialist’s Committees

７．所外の専門部会等での審議

JAEA-Review 2019-006

- 57 -



This is a blank page. 



JAEA-Review 2019-006 

- 59 - 

7.1 高温ガス炉産学官協議会 

エネルギー基本計画を受けて設立された文部科学省の高温ガス炉技術研究開発作業部会

の中間とりまとめでは、産学官で実用化像、研究開発体制・国際展開の在り方等を検討し、

国の政策に提言することが求められている。これを受けて、原子力メーカー、燃料・黒鉛メ

ーカー、水素・熱利用メーカー、商社・シンクタンク、大学など、幅広い分野から経営判断

のできるレベルのメンバーの参加を得て高温ガス炉産学官協議会が設立され、2015 年度に

2 回、2016 年度に 2 回の会合が開催された。 

2017 年度は、6 月 12 日に第 5 回の会合が開催され、原子力機構における高温ガス炉技術

開発の現状及び高温ガス炉技術の海外展開に向けた取組みが議論され、我が国の高温ガス

炉技術開発に係る海外戦略を早急にまとめるため、高温ガス炉産学官協議会の下にワーキ

ンググループを設置することが決定された。 

 

7.2 海外戦略ワーキンググループ 

高温ガス炉産学官協議会の決定を受け、我が国の高温ガス炉技術開発に係る海外戦略を

早急にまとめることを目的として海外戦略ワーキンググループが設置された。第 1 回会合

は 8 月 9 日に開催され、海外戦略ワーキンググループの設立趣旨と進め方が文部科学省か

ら紹介されるとともに、原子力機構からポーランド及び中国の高温ガス炉計画を紹介した。

また、高温ガス炉の導入計画を国として公表しているポーランドへ国産の高温ガス炉技術

を導入するための戦略を議論し、原子力機構が戦略案を取りまとめることになった。第 2 回

会合は 8 月 31 日に開催され、ポーランドへ国産の高温ガス炉技術を導入するための戦略を

策定した。 

 

7.3 高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会 

高温ガス炉及び水素製造研究開発・評価委員会（委員長：藤井康正東京大学教授）を、

2018 年 2 月 1 日に開催し、以下に示す 1)～4)の項目に対する 2017 年度の研究成果の進捗状

況の評価を受けた。 

1) 高温ガス炉技術研究開発 

2) 熱利用技術研究開発 

3) 人材育成 

4) 産業界との連携 

5) その他の成果 

 

2018 年度は、HTTR の新規制基準への適合性確認の対応、産業界との連携及び国際協力

の推進が高く評価され、全ての項目で計画どおりか、それ以上に進展していると評価され

た。特に、以下の 2 つの成果が最も高く評価された。 

 HTTR の再稼働に向けた新規制基準への適合性確認対応において、高温ガス炉の安

JAEA-Review 2019-006

- 59 -



JAEA-Review 2019-006 

- 60 - 

全上の特徴を反映した重要度分類の見直しを行い、従来の規制基準から要求が大幅

に引き上げられた地震に対しても、耐震補強なしで新規制基準へ適合できる見通し

を得た。 

 高温ガス炉の導入が計画されているポーランドとの協力に向けて、産学官連携によ

る国内協力体制の構築及び協議に基づく協力内容を具体化し、次年度から開始する

成立性評価（フィージビリティスタディ）の実施準備を整えた。 

 

以上を踏まえ、総合評価を A（顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待感

が認められる）とした。 

また、2019 年度の研究計画について、産学官連携及び国際協力の推進の観点から、ポー

ランドとの研究協力の積極的推進へ期待する旨の複数のコメントを受け、ポーランドの蒸

気供給用高温ガス炉システムの設計等を追加した。以下に年度計画に関する代表的なコメ

ントを示す。 

 高温ガス炉技術研究開発については、HTTR の運転データに基づいて、高温ガス炉の

特徴を活かした合理的な安全基準に関する国際標準の策定へ寄与することを期待す

る。 

 熱利用技術研究開発については、高温水蒸気電解など他の水素製造法とのコスト比

較を、計算手法を統一した上で実施して欲しい。 

 産学官連携や人材育成の観点からは、産学官の連携を強固にし、研究者のモチベー

ション維持のため、実用化に向けたロードマップを作成し、産学官で共有すること

が重要である。 
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全上の特徴を反映した重要度分類の見直しを行い、従来の規制基準から要求が大幅

に引き上げられた地震に対しても、耐震補強なしで新規制基準へ適合できる見通し

を得た。 

 高温ガス炉の導入が計画されているポーランドとの協力に向けて、産学官連携によ

る国内協力体制の構築及び協議に基づく協力内容を具体化し、次年度から開始する

成立性評価（フィージビリティスタディ）の実施準備を整えた。 

 

以上を踏まえ、総合評価を A（顕著な成果の創出や将来的な特別な成果の創出の期待感

が認められる）とした。 

また、2019 年度の研究計画について、産学官連携及び国際協力の推進の観点から、ポー

ランドとの研究協力の積極的推進へ期待する旨の複数のコメントを受け、ポーランドの蒸

気供給用高温ガス炉システムの設計等を追加した。以下に年度計画に関する代表的なコメ

ントを示す。 

 高温ガス炉技術研究開発については、HTTR の運転データに基づいて、高温ガス炉の

特徴を活かした合理的な安全基準に関する国際標準の策定へ寄与することを期待す

る。 

 熱利用技術研究開発については、高温水蒸気電解など他の水素製造法とのコスト比

較を、計算手法を統一した上で実施して欲しい。 

 産学官連携や人材育成の観点からは、産学官の連携を強固にし、研究者のモチベー

ション維持のため、実用化に向けたロードマップを作成し、産学官で共有すること

が重要である。 

 

  

Development for Commercial-scale High-temperature Gas-cooled Reactor

８．実用高温ガス炉に向けた取組み
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8.1 概要 

 高温ガス炉の実用化に向けて、高温ガス炉導入計画を有するポーランド等への我が国の

高温ガス炉技術の導入を目指し、HTTR を基に原子炉出口温度 750℃の蒸気供給用高温ガス

実験炉のシステム概念を検討し、実用高温ガス炉の安全要件及びユーザー要件に基づくシ

ステム概念を構築した。 

 また、高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素開発として、実用高温ガス炉に求めら

れる高燃焼度化（最高 160GWd/t）及び高出力密度化（6MW/m3）に向けた燃料の基盤技術の

確立に向け、充填率約 36%の燃料要素を製作し成立性（製作時の被覆燃料粒子の破損割合、

圧縮強度）を確認するとともに、高燃焼度化燃料の照射済試料の照射後特性データ取得に向

けて、PIE 装置等の整備を完了した。 

 さらに、ヘリウムガスタービン技術に必須の軸封システムの開発について、許容漏えい値

目標を満足する機器仕様およびシステム系統構成の策定により、ヘリウムガスタービン軸

封システムの基本設計を完了するとともに、課題抽出により性能確認に向けた要素試験計

画を策定した。 

 

8.2 蒸気供給用高温ガス炉のシステム概念検討 3) 

 諸外国では、原子炉出口温度 750℃の高温ガス炉の早期導入を目指しており、米国等では

商用炉の概念検討、中国では実証炉の建設が進められている。また、原子力新興国のポーラ

ンドにおいては、2018 年 9 月に化学産業等への高温熱供給を目的とした高温ガス炉導入計

画が策定されている。このような背景のもと、ポーランド等への我が国の高温ガス炉技術の

導入を目指し、HTTR を基に原子炉出口温度 750℃の蒸気供給用高温ガス実験炉について、

システム概念（図 8.1）の検討を実施した。 

 安全設備については、日本原子力学会の研究専門委員会で作成し、現在、IAEA の CRP で

検討中の実用高温ガス炉の安全要件（案）に基づく安全概念（固有の安全特性及び受動的な

安全設備による安全確保）に準拠することとし、安全設備であり事故時に崩壊熱を除去する

炉容器冷却設備について、HTTR の強制循環方式ではなく自然循環方式の採用、原子炉格納

施設について、原子炉格納容器ではなく合理的に気密性を緩和したコンファインメントを

採用することとした。また、建設コスト削減やユーザー要件の反映の観点から、ポーランド

より入手した情報からポーランドが求める研究炉仕様を整理し、必要設備の追加と HTTR

からの設備合理化として、1 次冷却設備に蒸気発生器を設置するとともに、蒸気供給には不

要な中間熱交換器、2 次ヘリウム系と関連設備を削除することとした。また、競合国に対す

る優位性を確保する観点から、我が国が有する HTTR 技術を活かした原子炉出口温度の

750℃から 950℃への高温化もオプションとして含めることとした。今後、本システム概念

に基づき、基本設計を実施する計画である。 
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図 8.1 蒸気供給用高温ガス炉システムの概念 

 

 

8.3 高燃焼度化・高出力密度化のための燃料要素開発 3) 

実用高温ガス炉に求められる高燃焼度化（最高 160GWd/t）及び高出力密度化（6MW/m3）

に向けた燃料の基盤技術の確立に向け、HTTR で確立した燃料技術に基づく燃料要素の開発

を進めている。2017 年度は燃料要素中の被覆燃料粒子の高充填率化に向けて、HTTR 燃料

の充填率 30%に対して 36%を目標とした燃料要素を試作し、性能評価として製作時の被覆

燃料粒子の破損割合評価及び製作性の確認として燃料要素の圧縮強度評価を実施した。 

この結果、充填率を約 36%として製作した 4 個の燃料要素の全てにおいて、被覆燃料粒

子の破損割合は実用高温ガス炉で目安とする燃料受入れ基準（5×10-4）を下回ること（図8.2）、

燃料要素の圧縮強度は燃料受入れ基準（4900N）を上回ること（図 8.3）を確認した。 

この他、国産かつ商用規模の高温ガス炉燃料技術を基に製造した、高燃焼度（100GWd/t）

に対応した燃料の照射健全性の実証ならびに照射特性の評価を目的として、2010 年 6 月か

ら 2015 年 2 月にかけて国際科学技術センター（ISTC）のレギュラープロジェクトとして、

カザフスタン核物理研究所 WWR-K 照射試験炉を用いた高燃焼度対応燃料コンパクトの照

射試験を実施し、燃料が設計どおりの照射健全性を有することを確認した。現在は 2017 年

3 月から 2 カ年計画で開始した新規の ISTC レギュラープロジェクトにおいて、燃焼度約

100GWd/t の照射済燃料の特性データの取得を進めている。2017 年度は照射キャプセルか

ら照射済燃料試料を取出すための取扱設備の整備、電気解砕・酸浸出試験装置等の照射後
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で、回転機器の軸封部からのヘリウム漏えい量低減を目的とする軸封システムを提案し、

これまでに概念検討を実施している。2017 年度は、概念検討を基に実用高温ガス炉で適用

可能なヘリウムガスタービン軸封（ドライガスシール）システムの基本設計を行うとともに、

性能確認に向けた要素試験計画の策定を実施した。 

基本設計においては、ドライガスシールシステムの基本概念に基づいて機器仕様及びシ

ステム構成を検討した。ドライガスシールシステムの基本構造図を図 8.4、機器仕様を表

8.1 に示す。システムは、既存技術の非接触式軸封技術であるラビリンスシール（LS）とド

ライガスシール（DGS）の複数組み合わせにより構成される。多段化したシールで隔離され

る各気室の圧力を制御することで、単独使用では過大であった軸封部からのヘリウムガス

漏えいを最小限に制御可能とすることで安全性を向上する。また、大気側シール部をバリ

アするガスを、従来のプロセスガスから異なるガス（空気、窒素など）を採用することで、

直接系外へ放射性物質を含む一次冷却材ヘリウムガスが排気されないシステム構成とした。

加えて、気室③へ入ったヘリウムガスを回収・再循環するシステム構成を検討し、99.9%の

ヘリウム回収・再循環を可能とするバリアガス供給・分離回収システムを構築した。これら

装置概念に基づき機器仕様を検討し、許容漏えい値目標を満足するシステム系統構成を策

定した。基本構造は、本システムを反映した上で、タービンローターの振動解析を行い、成

立可能な軸径形状を決定した。以上より、許容漏えい値目標を満足する機器仕様およびシス

テム系統構成を構築し基本設計を完了した。 

要素試験計画の策定においては、図 8.5 に示すように技術課題を抽出し、表 8.2 に示す試

験計画を定めた。ドライガスシールシステムの実用化に向けて必要となる性能確認項目と

して、高温ガス炉環境に最適なシート面形状を検討しシート面最適化、定常運転環境下にお

けるリーク量の検証、システムの圧力制御特性の確認が挙げられる。 

今後、ヘリウムガスタービン軸封システムの性能確認に向けた要素試験装置の設計を行

う計画である。 

 

表 8.1 ヘリウムガスタービンドライガスシールシステムの基本仕様 

項目 仕様 

型式 タンデムドライガスシール 

プロセス最高圧力 4.3 MPa 

バリアガス ヘリウム、窒素 

ドライガスシール制御差圧 0.1MPa 

軸径 75 mm 

シート材質 炭化ケイ素（SiC） 
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で、回転機器の軸封部からのヘリウム漏えい量低減を目的とする軸封システムを提案し、
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今後、ヘリウムガスタービン軸封システムの性能確認に向けた要素試験装置の設計を行
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表 8.2 ヘリウムガスタービンドライガスシールシステムの要素試験計画 

要素試験項目 試験目的 

シート面最適化 高温ガス炉環境に最適なシート面形状を検討 

リーク量の検証 

（漏えい量：0.12 Nm3/h） 

定常運転環境模擬下におけるリーク量検証 

ドライガスシール差圧とリーク量の相関評価 

圧力制御特性 

（制御差圧：0.1 MPa） 

圧力変動における制御特性の観察 

制御（運転）可能な最小差圧の確認 

 

 

 

図 8.4 ヘリウムガスタービンドライガスシールシステムの基本構造図 

 

 

図 8.5 ドライガスシールシステムの装置概念と確認項目 
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９．高温ガス炉開発に関する国際協力
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9.1 ポーランドとの国際協力 

ポーランドでは、天然ガス輸入依存からの脱却、石炭火力による二酸化炭素排出量削減等

のため、高温ガス炉導入に向けてポーランドエネルギー省が諮問委員会を設立し、2016 年

から本格的な検討が開始されていた。2017 年 5 月 18 日に開催された日・ポーランド外相会

談において、「2017 年から 2020 年までの日本国政府とポーランド共和国政府との間の戦略

的パートナーシップの実施のための行動計画」が署名され、経済・科学・技術協力の分野で

原子力機構とポーランド国立原子力研究センター（NCBJ）との間における高温ガス冷却炉

技術の研究開発に向けた協力を奨励することが明記された。これを受けて、ポーランドにお

ける高温ガス炉（研究炉及び商用炉）開発を支援するとともに高温ガス炉技術の研究開発を

共同実施することを目的とした原子力機構は NCBJ と高温ガス炉技術分野における研究協

力覚書（期間：2017 年 5 月 18 日～2022 年 5 月 17 日）を締結した。本覚書では以下の分野

に関して人材交流も含め協力を進めることとした。 

①燃料、材料の照射特性評価、材料シミュレーション手法の開発 

黒鉛、被覆粒子燃料等に関する共同照射試験、モンテカルロ法及び分子動力学法等に

よる照射特性評価に関する協力 

②ポーランドにおける熱利用のための高温ガス炉の設計 

HTTR 及び水素製造設備の運転経験、並びに実用高温ガス炉の設計により得られた高

温ガス炉熱利用システムの設計を活用した協力 

③高温ガス炉のマーケット評価及び高温技術の一般産業分野への応用に関する検討 

NCBJ によるポーランドや他の EU 諸国等における高温ガス炉、高温技術の需要評価、

原子力機構による高温ガス炉システム及び要素技術の提示等を通じた国際的な高温ガ

ス炉技術の展開に向けた協力 

本協力を通して、NCBJ は HTTR で性能が確証された高温ガス炉技術を活用して、ポーラ

ンドに建設する高温ガス炉の設計、建設及び運転ライセンス取得を効率的に進めることが

可能となる。一方、原子力機構は日本の高温ガス炉技術の出口戦略として、HTTR で実証さ

れた技術をポーランドの高温ガス炉で実証し、当該技術の国際展開と国際標準化を目指す。 

覚書締結以降、ポーランドと定期的な会合を開催している。2017 年 7 月には、文部科学

省や産業界と共に、ポーランドエネルギー省及び NCBJ を訪問し、今後の協力の進め方につ

いて協議を行い、高温ガス炉導入に向けた成立性評価を協力して進めることで意見が一致

した。また、NCBJ と第 1 回技術会合を開催し、安全解析、材料評価技術等で具体的なテー

マを抽出し、次回会合で研究計画をまとめることとした。NCBJ との第 2 回技術会合は 10

月にポーランドで開催した。原子力機構から、燃料・材料開発、安全評価、炉心設計の 3 つ

の分野において協力可能な研究テーマを提案し、協議の結果、本提案に対して NCBJ のコメ

ントを反映することで研究計画を最終化することとし、研究協力実施のための取決めの締

結手続きを進めることで合意した。NCBJ との第 3 回技術会合を 2018 年 3 月にポーランド

で開催した。本会合では、ポーランド高温ガス炉計画（研究炉及び商用炉）に対する協力の
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進め方等について協議した。また、第 4 回技術会合は日本で開催することで合意した。 

NCBJ がコーディネーターとなり、EU の研究開発ファンディング（Horizon 2020）の下で

高温ガス炉コジェネレーションシステムの研究開発プロジェクト（GEMINI+）を 2017 年 9

月から開始した。GEMINI+の成果はポーランド商用炉の設計に反映される予定であること

から、原子力機構も本プロジェクトに参加した。本プロジェクトは多機関が参加する国際

協力であり、原子力機構の他には、EU の原子力コジェネレーション産業界イニシアチブ

（NC2I ：Nuclear Cogeneration Industrial Initiative）、米国 NGNP 産業界アライアンス、韓国

原子力研究所（KAERI）等も参加している。本プロジェクトでは、欧州に展開される高温ガ

ス炉コジェネレーションシステムの安全基準や安全性を高めたシステム概念、実証に向け

た枠組みの構築を目的とし、経済性や安全性向上に資する革新的技術の開発、早期導入に

向けた実証炉計画の策定を行う計画である。9 月にキックオフミーティングが、2018 年 4 月

に全体会合が開催され、各国の役割分担等が議論された。 

 

9.2 米国との国際協力 

「原子力関連研究開発分野における協力に関する MEXT、DOE の間の実施取決め」に基

づき、「高温ガス炉の研究開発に関する協力のためのプロジェクト取決め」が 2014 年 6 月

に締結されている。この取決めの下で、原子力機構と米国エネルギー省（DOE）／アイダホ

国立研究所（INL）が、日本の高温ガス炉技術の NGNP プロジェクトへの採用とそれに基づ

く国際標準化を目的として、研究資産や技術の相互活用、先進的シミュレーションコード

の開発・検証、HTTR 熱利用試験計画の共同検討、ヘリウムガスタービン翼材料への核分

裂生成物移行挙動評価手法の開発等の協力を進めている。 

 2017 年度は、今後想定される解析コードへの入力データや解析結果等の大容量データの

交換に向けて、JAEA と INL 間のデータ共有環境を構築した。また、HTTR にヘリウムガス

タービンと水素製造施設を接続した HTTR-GT/H2 プラントのプラント設計データやタービ

ン翼合金への核分裂生成物の安定同位体拡散試験実験データを原子力機構から INL へ提示

した。INL は 3 次元原子炉動特性解析コード PHISICS/RELAP5-3D について、原子力機構作

成の断面積適用に係る改良に着手した。また、当該コードを用いた HTTR 安全性実証試験

の解析に向けて、崩壊熱ライブラリのデータベース及び低次元モデルを構築した。さらに、

原子力機構提示データに基づき、HTTR-GT/H2 プラントを用いた試験計画検討に必要なプ

ラント過渡挙動評価モデルやタービン翼合金への核分裂生成物の安定同位体拡散試験に関

するシミュレーションモデルの構築を進めた。 

 

9.3 英国との国際協力 

核燃料製造会社である URENCO 社が提案している小型高温ガス炉 U-Battery 計画に対す

る協力について、2017 年 5 月に原子力機構は URENCO 社と高温ガス炉技術分野における研

究協力覚書（期間：2017 年 5 月 18 日～2022 年 5 月 17 日）を締結した。本覚書では以下の
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進め方等について協議した。また、第 4 回技術会合は日本で開催することで合意した。 

NCBJ がコーディネーターとなり、EU の研究開発ファンディング（Horizon 2020）の下で

高温ガス炉コジェネレーションシステムの研究開発プロジェクト（GEMINI+）を 2017 年 9

月から開始した。GEMINI+の成果はポーランド商用炉の設計に反映される予定であること

から、原子力機構も本プロジェクトに参加した。本プロジェクトは多機関が参加する国際

協力であり、原子力機構の他には、EU の原子力コジェネレーション産業界イニシアチブ

（NC2I ：Nuclear Cogeneration Industrial Initiative）、米国 NGNP 産業界アライアンス、韓国

原子力研究所（KAERI）等も参加している。本プロジェクトでは、欧州に展開される高温ガ

ス炉コジェネレーションシステムの安全基準や安全性を高めたシステム概念、実証に向け

た枠組みの構築を目的とし、経済性や安全性向上に資する革新的技術の開発、早期導入に

向けた実証炉計画の策定を行う計画である。9 月にキックオフミーティングが、2018 年 4 月

に全体会合が開催され、各国の役割分担等が議論された。 

 

9.2 米国との国際協力 

「原子力関連研究開発分野における協力に関する MEXT、DOE の間の実施取決め」に基

づき、「高温ガス炉の研究開発に関する協力のためのプロジェクト取決め」が 2014 年 6 月

に締結されている。この取決めの下で、原子力機構と米国エネルギー省（DOE）／アイダホ

国立研究所（INL）が、日本の高温ガス炉技術の NGNP プロジェクトへの採用とそれに基づ

く国際標準化を目的として、研究資産や技術の相互活用、先進的シミュレーションコード

の開発・検証、HTTR 熱利用試験計画の共同検討、ヘリウムガスタービン翼材料への核分

裂生成物移行挙動評価手法の開発等の協力を進めている。 

 2017 年度は、今後想定される解析コードへの入力データや解析結果等の大容量データの

交換に向けて、JAEA と INL 間のデータ共有環境を構築した。また、HTTR にヘリウムガス

タービンと水素製造施設を接続した HTTR-GT/H2 プラントのプラント設計データやタービ

ン翼合金への核分裂生成物の安定同位体拡散試験実験データを原子力機構から INL へ提示

した。INL は 3 次元原子炉動特性解析コード PHISICS/RELAP5-3D について、原子力機構作

成の断面積適用に係る改良に着手した。また、当該コードを用いた HTTR 安全性実証試験

の解析に向けて、崩壊熱ライブラリのデータベース及び低次元モデルを構築した。さらに、

原子力機構提示データに基づき、HTTR-GT/H2 プラントを用いた試験計画検討に必要なプ

ラント過渡挙動評価モデルやタービン翼合金への核分裂生成物の安定同位体拡散試験に関

するシミュレーションモデルの構築を進めた。 

 

9.3 英国との国際協力 

核燃料製造会社である URENCO 社が提案している小型高温ガス炉 U-Battery 計画に対す

る協力について、2017 年 5 月に原子力機構は URENCO 社と高温ガス炉技術分野における研

究協力覚書（期間：2017 年 5 月 18 日～2022 年 5 月 17 日）を締結した。本覚書では以下の
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分野に関して人材交流も含め協力を進めることとした。 

①小型高温ガス炉の早期実用化に向けた高温ガス炉技術 

核熱設計（伝熱・熱流動評価、臨界の最適評価、燃焼評価、動特性評価等）、安全設

計（安全裕度、不確かさ評価等）、燃料・材料技術（材料特性評価、燃料製造技術、照

射特性評価等）、冷却材中の不純物管理技術（許容不純物濃度、制御技術）等について

の協力 

②建設リスク軽減及び経済性向上に関する検討 

HTTR 及び水素製造設備の運転経験を活用した協力 

本協力を通して、URENCO 社は HTTR で性能が確証された要素技術を獲得でき、効率的

に高温ガス炉の設計、建設及び運転ライセンスを獲得することが可能となる。一方、原子力

機構は U-Battery 計画へ日本の高温ガス炉技術を展開し、ポーランド、カナダ等での技術実

証の可能性を探り、日本の高温ガス炉技術の国際展開と国際標準化を目指す。 

英国政府は 2015 年から小型モジュール炉の設計コンペを実施しており、U-Battery も本

コンペに参加している。また 2017 年 12 月には今後 3 年間に革新的な新型モジュール型原

子炉（AMR）の研究開発等を推進するために最大約 80 億円の拠出を公表し、U-Battery もこ

れに参加している。2018 年 6 月には第 1 フェーズとして、同資金の一部（約 6 億円）を活

用して AMR のフィージビリティスタディを実施することが公表され、U-Battery も採択さ

れている。 
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では、U-Battery 計画への協力を具体化するため、URENCO 社との協議を継続している。 

 

9.4 国際原子力機関（IAEA）を通じた国際協力 

 IAEA においては、ガス炉に関する技術委員会、協力研究計画（CRP）等の活動方針を審

議するガス冷却炉技術ワーキンググループ（TWG-GCR）を通じて、各国における高温ガス

炉技術に関する研究開発の動向等の情報の交換、国際協力研究の調整等を行っている。

2017 年 10 月 30 日～11 月 1 日に TWG-GCR 会合が IAEA で開催された。今回、ポーランド

が新たにメンバーとして参加し、また、シンガポールがメンバーとしての登録手続き中のた

めオブザーバー参加した。10 月 31 日に原子力機構ウィーン事務所で開催されたセミナー

「Prismatic High-Temperature Gas-cooled Reactor (HTGR) for its Development and Deployment」

には、各国の TWG-GCR の委員が参加し、将来の高温ガス炉導入に向けた各国（日、波、

米、英）の状況及び課題等について議論がなされた。 

 「モジュラー型高温ガス炉の安全設計」に関する CRP では、日本原子力学会で策定した

安全設計方針（安全要件）の国際標準化を目指して活動を進めており、2017 年 6 月に第 3

回研究調整会合を実施し、これまでに各国からのコメントを受けて修正してきた日本の安

全要件の修正版を確認し、技術的内容の妥当性を確認した。今後は、2018 年 6 月に第 4 回

研究調整会合を実施し、2018 年中に報告書案を完成させる予定である。 
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また、第 61 回 IAEA 総会のサイドイベントとして、「Nuclear High Temperature Heat for 

Industrial Processes（原子力高温熱の産業利用）」が開催され、原子力機構からは、HTTR を

用いた水素製造等の熱利用システムの試験計画、商用高温ガス炉システムの設計等につい

て報告し、IAEA における原子力の非発電分野（海水淡水化、地域暖房、水素製造等）の利

用に関する協力を進めた。2018 年には、原子力水素製造技術の評価及び展開に関する CRP

を開始する予定である。 

 

9.5 第 4 世代原子力システム国際フォーラム（GIF）を通じた国際協力 

 2006 年 11 月に、日本、仏国、米国、EU、韓国、カナダ及びスイスの間で、第 4 世代原

子力システム国際フォーラム（GIF：Generation IV International Forum）を通じた超高温ガス

炉システム取決め（フェーズ I）が署名され、その後、中国の参加、カナダの脱退があった。

2016 年 11 月には、引き続き 10 年間活動を延長するためのフェーズ II の取り決めが、6 カ

国 1 国際機関の間で署名され、その後、豪国が参加した。 

 現在、①燃料・燃料サイクルプロジェクト、②水素製造プロジェクト及び③材料プロジ

ェクトについて参加国による署名が行われ、共同研究が実施されている。さらに、4 つ目

のプロジェクトとして④計算手法検証・ベンチマークプロジェクトの開始に向けた準備も

進められた。以下、各プロジェクトの最近の動向を示す。 

 

①燃料・燃料サイクルプロジェクト 

 2017 年 6 月の中国における第 13 回会合において、主要な研究課題である共同照射・照射

後試験、燃料挙動モデル、被覆層特性評価、燃料安全性試験に関する情報交換を行った。ま

た、2018 年 1 月に、プロジェクト取決めの 10 年間の延長が承認された。さらに、2018 年 7

月の日本における第 14 回会合において、上記の主要な研究課題に関する情報交換を行った。

また、次期 5 カ年（2018 年～2022 年）プロジェクト計画の策定作業を進めている。 

 

②水素製造プロジェクト 

 2017年 10月のドイツにおける第 16回会合において、ISプロセス、高温水蒸気電解、Cu-

Clプロセスによる水素製造に関する情報交換を実施した。また、プロジェクト期間を 10年

間延長する手続きを完了し、期間延長後のプロジェクト取決め作成及び中国の参加のため

の手続きを進めている。 

 

③材料プロジェクト 

 これまでに取得した金属材料のデータを整理し、材料データベースへの登録を進めた。ま

た、今後 5 年間の新たなプロジェクト計画について、実施内容の検討を進めた。また、中国

の新規参加のための手続きを進めた。 
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④計算手法検証・ベンチマークプロジェクト 

 新たなプロジェクト開始に向けて 2017年 9月に中国において第 17回準備会合を開催し、

プロジェクト計画の最終調整を完了した。参加予定国は、日、米、中、韓、EU である。原

子力機構は、燃焼解析、核熱評価における炉内構造物の物性変化の影響評価の 2 つのタス

クに参加する予定である。 

 

9.6 OECD/NEA を通じた国際協力 

原子力施設安全委員会（CSNI）において、HTTR を用いた LOFC プロジェクトを進めて

いるが、HTTR は 2011 年に発生した東北地方太平洋沖地震の影響により停止中であり、再

稼働後に試験を実施してデータ提供する計画である。なお、現在のプロジェクト契約終了

は 2019 年 3 月となっている。HTTR の運転再開スケジュールの変更に関する公開に合わせ

て、機構の取組をまとめたプログレスレポートを 2018 年 1 月 29 日に提出した。 

 2015 年 7 月に設立された NI2050（Nuclear Innovation 2050）では、2050 年に実現すべき原

子力システムの開発に向けて、必要な研究課題を明確にし、効率的に進めるための国際協

力を検討している。定期的に Advisory Panel 会合が開催され、2017 年 10 月に NI2050 事務

局が取りまとめた技術報告書（案）の確認作業を実施した。 

 

9.7 韓国との国際協力 

 2008 年度に韓国原子力研究所（KAERI）と締結した「韓国原子力研究所と日本原子力研

究開発機構との間の原子力の平和利用分野における協力のための取決め」に基づき、高温

ガス炉及び核熱水素製造技術に関する情報交換会議を定期的に実施している。2017 年 2 月

に韓国で実施した第 8 回情報交換会議の結果に基づき、これまでに原子力機構で取得した

炉物理データ等を確認し、今後の韓国との共同研究に活用できるか検討を行った。 

 

9.8 中国との国際協力 

1986 年に締結した覚書の下、公開情報に基づく情報交換を目的とした会議を 2017 年 11

月に中国清華大学核能及新能源技術研究院（INET、中国北京）で開催した。会議では、両

国における高温ガス炉の開発進展、安全要件及び熱利用について、情報交換を行った。そ

の結果、熱化学水素製造法 IS プロセスの動特性解析コード開発及びモジュラー高温ガス炉

の安全要件等について、専門家による会合を実施し、今後の具体的な協力の可能性につい

て内容を検討することで合意した。 

 

9.9 その他の国際協力 

(1) カザフスタン 

 原子力機構が高燃焼度化（100 GWd/t）設計を施した国産かつ商用規模の高温ガス炉燃料

の照射後試験による照射特性の評価を行うため、カザフスタン核物理研究所（INP）が 2017
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年 3 月から 2 カ年計画で実施している国際科学技術センター（ISTC）のレギュラープロジ

ェクト「照射済み高温ガス炉燃料の特性研究」が進められている。 

 国立カザフスタン大学（KazNU）と締結している「原子力エネルギー技術に係る研究協力

に関する取決め」が 2017 年 12 月から 5 年間延長された。本取決めに基づく高温ガス炉技

術分野に関する今後の研究協力として、高温ガス炉用燃料材料の高温腐食下での能動的酸

化特性の評価を目的として、模擬被覆燃料粒子等を対象に、KazNU が整備した酸化試験装

置を用いた水蒸気注入による酸化試験等を計画している。 

 

(2) インドネシア 

 インドネシア原子力庁（BATAN）が計画する高温ガス炉試験・実証炉（EPR：Experimental 

Power Reactor）計画に関し、技術的な協力を行い、我が国の技術をインドネシア民間企業が

計画する商用高温ガス炉への採用につなげることを目的とした協力を進めている。BATAN

では、2015 年にロスアトムが行った実験用ペブルベッド型高温ガス炉の概念設計を基に、

独自に基本設計に展開するためのチームを構成して活動中である。 

2017 年 8 月 21 日～25 日に、インドネシアのジョグジャカルタ市で開催された IAEA の

「高温ガス炉の設計と安全要件に関するワークショップ」に原子力機構から講師として参

加し、インドネシア原子力規制庁（BAPETEN）職員を対象に、高温ガス炉の設計と安全要

件に関する講義を行った。 
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11. あとがき 

 

本報告書は、高温工学試験研究炉部における 2017 年度の試験・運転及び技術開発等の実

績について、HTTR 運転管理課、HTTR 技術課、HTTR 計画課、放射線管理部・放射線管理

第 2 課及び水素・熱利用研究開発部の関係者が分担して執筆し、HTTR 計画課において編集

したものある。 
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付録 1 2017 年度高温工学試験研究関連研究発表（1/2） 

（1）所内  

発表課室 年・月 標題 発表者代表 発表箇所 

HTTR 技術課 2017・6 
高温工学試験研究炉 HTTR における溶

融ワイヤを用いた制御棒温度計測技術

の開発 

濱本 真平 JAEA-Technology 
2017-012 

HTTR 技術課 2017・6 

HTTR を用いた崩壊熱最適評価手法の

適用性確認試験（非核加熱試験）－原

子炉の残留熱除熱特性評価モデルの

検証－ 

本多 友貴 JAEA-Technology 
2017-013 

高温工学試験

研究炉部 2018・1 HTTR（高温工学試験研究炉）の試験・

運転と技術開発（2016 年度） 
高温工学試

験研究炉部 
JAEA-Review 2017-
029 

 

（2）外部発表 

発表課室 年・月 標題 発表者代表 発表箇所 

HTTR技術課 2017・4 
Study of the reduction method of the 
helium gas leakage from bolted gasket 
flanged connection for HTGRs 

濱本 真平 

Proceedings of 2017 
International 
Congress on 
Advances in Nuclear 
Power Plants 
(ICAPP 2017) 

HTTR技術課 2017・4 

Measurement of temperature response of 
intermediate heat exchanger in heat 
application system abnormal simulating 
test using HTTR 

小野 正人 

Proceedings of 2017 
International 
Congress on 
Advances in Nuclear 
Power Plants 
(ICAPP 2017) 

HTTR技術課 2017・4 
Benchmark study on realized random 
packing model for coated fuel particles of 
HTTR using MCNP6 

Ho Hai Quan 

Proceedings of 2017 
International 
Congress on 
Advances in Nuclear 
Power Plants 
(ICAPP 2017) 

HTTR 
運転管理課 2017・4 

Probabilistic risk assessment method 
development for high temperature gas-
cooled reactors, (4) Use of operational and 
maintenance experiences with the high 
temperature engineering test reactor 

清水 厚志 

Proceedings of 2017 
International 
Congress on 
Advances in Nuclear 
Power Plants 
(ICAPP 2017) 
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付録 1 2017 年度高温工学試験研究関連研究発表（2/2） 

（2）外部発表 

発表課室 年・月 標題 発表者代表 発表箇所 

HTTR技術課 2017・5 

Numerical investigation of the random 
arrangement effect of coated fuel particles 
on the criticality of HTTR fuel compact 
using MCNP6 

Ho Hai Quan Annals of Nuclear 
Energy 

HTTR 
運転管理課 2017・10 

Loss of core cooling test with one cooling 
line inactive in Vessel Cooling System of 
High-Temperature Engineering Test 
Reactor 

藤原 佑輔 
Journal of Nuclear 
Engineering and 
Radiation Science 

HTTR技術課 2017・12 高温工学試験研究炉 HTTR における溶

融ワイヤを用いた制御棒の温度計測 
濱本 真平 日本原子力学会和

文論文誌 

HTTR技術課 2018・2 
Investigation of uncertainty caused by 
random arrangement of coated fuel 
particles in HTTR criticality calculations 

Ho Hai Quan Annals of Nuclear 
Energy 

HTTR技術課 2018・3 3D crash calculation of stack and reactor 
building of HTTR 小野 正人 

Proceedings of 
European Research 
Reactor Conference 
2018 (RRFM 2018) 
(Internet) 
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付録 1 2017 年度高温工学試験研究関連研究発表（2/2） 

（2）外部発表 

発表課室 年・月 標題 発表者代表 発表箇所 

HTTR技術課 2017・5 

Numerical investigation of the random 
arrangement effect of coated fuel particles 
on the criticality of HTTR fuel compact 
using MCNP6 

Ho Hai Quan Annals of Nuclear 
Energy 

HTTR 
運転管理課 2017・10 

Loss of core cooling test with one cooling 
line inactive in Vessel Cooling System of 
High-Temperature Engineering Test 
Reactor 

藤原 佑輔 
Journal of Nuclear 
Engineering and 
Radiation Science 

HTTR技術課 2017・12 高温工学試験研究炉 HTTR における溶

融ワイヤを用いた制御棒の温度計測 
濱本 真平 日本原子力学会和

文論文誌 

HTTR技術課 2018・2 
Investigation of uncertainty caused by 
random arrangement of coated fuel 
particles in HTTR criticality calculations 

Ho Hai Quan Annals of Nuclear 
Energy 

HTTR技術課 2018・3 3D crash calculation of stack and reactor 
building of HTTR 小野 正人 

Proceedings of 
European Research 
Reactor Conference 
2018 (RRFM 2018) 
(Internet) 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（1/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・4 ・クレーン定期点検作業（11 日） 

・ボイラー設備休缶処置作業（14 日） 
・冷却水の水質分析作業（18 日、19 日） 
・エレベータ定期点検作業（20 日） 
 

・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 
（14 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 
（18 日） 

・燃料棚卸（18 日、20 日） 
・IAEA による実在庫検認（20 日） 
・大洗研究開発センター業務報告会 

（20 日） 
・HTTR 使用許可変更 WG の設置（20 日） 

2017・5 ・補機/一般冷却水設備定期点検作業 
（8 日～6 月 28 日） 

・発信器等点検・整備作業 
 （12 日～6 月 16 日） 
・クレーン定期点検作業（15 日） 
・空調用冷水装置定期点検作業 
（15 日～7 月 31 日） 

・安全保護系計装盤等定期点検作業 
 （15 日～6 月 21 日） 
・冷却水の水質分析作業（16 日、17 日） 
・エレベータ定期点検作業（18 日） 

・ 所長パトロール（19 日） 
・ 高温工学試験研究炉部 平成 29 年度品質

目標作成（19 日） 
・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 

（22 日） 
・ 第 1 四半期/原子炉施設・使用施設等保安

検査（23 日～30 日） 
 

2017・6 ・原子炉プラント監視用計算機の点検・保守

作業（5 日～9 日） 
・加圧水冷却設備水抜き作業 
 （5 日～7 月 10 日） 
・ヨウ素除去フィルター再生作業（ケーシン

グ補修）/搬出入建家から搬出（15 日） 
・エレベータ定期点検作業（15 日） 
・クレーン定期点検作業（16 日） 
・計測制御系統施設定期点検作業/放射能計装

等（19 日～7 月 10 日） 
・通信連絡設備定期点検作業 
（26 日～7 月 7 日） 

・オペフロ水銀灯交換作業（28 日） 
・冷却水の水質分析作業（29 日） 

・危険物施設（油脂倉庫）の大洗消防署の

立会検査（6 日） 
・燃料研究棟汚染事象発生（6 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（16 日） 
・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 

（19 日） 
・原子炉設置変更許可申請書（新基準対応）

の第 2 回補正（29 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（2/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・7 ・炉容器冷却設備厚抜き作業（3 日～7 日） 

・補助冷却設備水抜き作業（3 日～7 日） 
・炉容器冷却設備計装等定期点検作業 
（10 日～28 日） 

・液体廃棄物の廃棄設備/液位計校正作業 
 （10 日～14 日） 
・冷却水の水質分析作業（11 日～12 日） 
・クレーン点検/年次点検・性能検査 
（18 日～21 日） 

・液体廃棄物の廃棄設備自主検査 
 （19 日～21 日） 
・気体廃棄物の廃棄設備自主検査（20 日） 
・液廃（洗浄）配管、タンク漏えい検査 
 （25 日） 
・エレベータ定期点検作業（25 日） 
・洗浄廃液サンプリング（26 日） 
・TETRIS 点検（27 日） 
・オペフロ水銀灯交換作業（27 日） 
・非常用電源設備等定期点検作業 
 （28 日～8 月 4 日） 
・避難用照明の確認作業（30 日） 
・原子炉冷却系統等安全弁分解点検 
 （31 日～8 月 7 日） 

・安全大会（3 日） 
・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 

（10 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（10 日） 
・施設定期検査申請書の変更届出（14 日） 
 

2017・8 ・換気空調設備定期点検作業 
（7 日～11 月 30 日） 

・洗浄廃液移送ポンプ作動検査、液廃弁作動

検査、漏洩検査（10 日） 
・床ドレン系廃液槽 A 廃液サンプリング・A
→B 切替え（17 日） 

・プール水冷却浄化設備の点検作業 
（21 日～9 月 8 日） 

・冷却水の水質分析作業（21 日） 
・自動火災報知設備他定期点検作業（21 日） 
・エレベータ定期点検作業（23 日） 
・クレーン定期点検作業（24 日） 
・二酸化炭素消火設備定期点検作業（24 日） 
・安全弁の取外・取付及びラプチャーディス

クの定期交換作業（28 日～9 月 22 日） 
・圧縮空気設備定期点検作業 
（28 日～9 月 26 日） 

・補機冷却設備配管肉厚測定 
（31 日～9 月 1 日） 

・屋外オイルタンク点検作業 
 （31 日～9 月 1 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 
（3 日） 

・定期的な評価（10 年毎）の所長報告 
（18 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 
（28 日） 

・第 2 四半期/原子炉施設・使用施設等保安検

査（29 日～9 月 6 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（2/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・7 ・炉容器冷却設備厚抜き作業（3 日～7 日） 

・補助冷却設備水抜き作業（3 日～7 日） 
・炉容器冷却設備計装等定期点検作業 

（10 日～28 日） 
・液体廃棄物の廃棄設備/液位計校正作業 
 （10 日～14 日） 
・冷却水の水質分析作業（11 日～12 日） 
・クレーン点検/年次点検・性能検査 

（18 日～21 日） 
・液体廃棄物の廃棄設備自主検査 
 （19 日～21 日） 
・気体廃棄物の廃棄設備自主検査（20 日） 
・液廃（洗浄）配管、タンク漏えい検査 
 （25 日） 
・エレベータ定期点検作業（25 日） 
・洗浄廃液サンプリング（26 日） 
・TETRIS 点検（27 日） 
・オペフロ水銀灯交換作業（27 日） 
・非常用電源設備等定期点検作業 
 （28 日～8 月 4 日） 
・避難用照明の確認作業（30 日） 
・原子炉冷却系統等安全弁分解点検 
 （31 日～8 月 7 日） 

・安全大会（3 日） 
・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 

（10 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（10 日） 
・施設定期検査申請書の変更届出（14 日） 
 

2017・8 ・換気空調設備定期点検作業 
（7 日～11 月 30 日） 

・洗浄廃液移送ポンプ作動検査、液廃弁作動

検査、漏洩検査（10 日） 
・床ドレン系廃液槽 A 廃液サンプリング・A

→B 切替え（17 日） 
・プール水冷却浄化設備の点検作業 

（21 日～9 月 8 日） 
・冷却水の水質分析作業（21 日） 
・自動火災報知設備他定期点検作業（21 日） 
・エレベータ定期点検作業（23 日） 
・クレーン定期点検作業（24 日） 
・二酸化炭素消火設備定期点検作業（24 日） 
・安全弁の取外・取付及びラプチャーディス

クの定期交換作業（28 日～9 月 22 日） 
・圧縮空気設備定期点検作業 

（28 日～9 月 26 日） 
・補機冷却設備配管肉厚測定 

（31 日～9 月 1 日） 
・屋外オイルタンク点検作業 
 （31 日～9 月 1 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 
（3 日） 

・定期的な評価（10 年毎）の所長報告 
（18 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班〕 
（28 日） 

・第 2 四半期/原子炉施設・使用施設等保安検

査（29 日～9 月 6 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（3/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・9 ・入退出管理自動記録装置の保守点検作業 

 （5 日） 
・VSI 盤無負荷運転（6 日～7 日） 
・フロン定期点検作業（11 日～13 日） 
・床ドレン系廃液槽 B 廃液 一般排水 
（11 日） 

・自動火災報知設備他定期点検作業 
（11 日～19 日） 

・計測制御系統施設定期点検作業/中性子計

装・原子炉出力制御装置等 
（11 日～11 月 10 日） 

・加圧水設備水張り作業（11 日～10 月 2 日） 
・窒素ガス供給設備漏えい検査（12 日） 
・補機・一般冷却水設備薬液注入装置定期点

検作業（13 日～15 日） 
・消火設備定期点検作業（14 日～19 日） 
・放射能計装サンプリングポンプ点検 
 （19 日～21 日） 
・排気設備定期点検作業（20 日～10 月 20 日） 
・クレーン定期点検作業（21 日） 
・高置水槽点検整備作業（22 日） 
・プール水冷却浄化設備/計装系点検 
（25 日～26 日） 

・使用済燃料貯蔵設備現場盤内電気器具更新

作業（26 日～28 日） 
・冷却水の水質分析作業（27 日） 
・液化窒素製造施設定期点検作業 
（28 日～29 日） 

・エレベータ定期点検作業（29 日） 

・現地対策本部員の初動対応訓練（15 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（15 日） 
・茨城県通報訓練（18 日～10 月 1 日の間で

実施） 
・施設定期検査申請書の変更届出（26 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（4/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・10 ・機械棟屋外オイルタンク点検（2 日） 

・絶縁油採取作業（4 日） 
・消火設備定期点検（10 日、13 日） 
・機械棟ボイラー定期点検（10 日～11 日） 
・研究棟・建設管理棟電気設備点検（14 日） 
・使用済燃料貯蔵設備盤内電気器具の更新作

業（16 日） 
・1 次ヘリウム純化設備ガス循環機等の点検

整備（16 日～12 月 5 日） 
・純化設備加熱器等定期点検（20 日～27 日） 
・安全弁取外・取付及び RD 交換作業 
 （20 日～27 日） 
・非常用空気浄化設備定期点検作業 
（23 日～27 日） 

・エレベータ定期点検作業（23 日） 
・1 次ヘリウム純化設備冷水供給系レベルス

イッチ分解点検作業（23 日～24 日） 
・1 次ヘリウム純化設備ガス循環機等の点検

整備（23 日～12 月 8 日） 
・広領域中性子検出器受入（25 日） 
・安全弁分解点検（26 日～27 日） 
・冷却水の水質分析作業（30 日～31 日） 
・危険物地下タンク定期点検作業 
（30 日～31 日） 

・蒸気供給設備定期点検作業 
（30 日～11 月 17 日） 

・加圧水冷却設備水張り、フラッシング作業

（30 日～11 月 10 日） 
・補助冷却設備水張り（30 日～31 日） 
・HTTR 防火帯の維持・整備作業 

（30 日～11 月 2 日） 
・換気空調用蒸気供給設備定期点検 
 （30 日～11 月 22 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班・地震

津波班合同〕（13 日） 
・施設定期検査〔第 5 回の 20 回目〕 

（19 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（27 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（4/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・10 ・機械棟屋外オイルタンク点検（2 日） 

・絶縁油採取作業（4 日） 
・消火設備定期点検（10 日、13 日） 
・機械棟ボイラー定期点検（10 日～11 日） 
・研究棟・建設管理棟電気設備点検（14 日） 
・使用済燃料貯蔵設備盤内電気器具の更新作

業（16 日） 
・1 次ヘリウム純化設備ガス循環機等の点検

整備（16 日～12 月 5 日） 
・純化設備加熱器等定期点検（20 日～27 日） 
・安全弁取外・取付及び RD 交換作業 
 （20 日～27 日） 
・非常用空気浄化設備定期点検作業 

（23 日～27 日） 
・エレベータ定期点検作業（23 日） 
・1 次ヘリウム純化設備冷水供給系レベルス

イッチ分解点検作業（23 日～24 日） 
・1 次ヘリウム純化設備ガス循環機等の点検

整備（23 日～12 月 8 日） 
・広領域中性子検出器受入（25 日） 
・安全弁分解点検（26 日～27 日） 
・冷却水の水質分析作業（30 日～31 日） 
・危険物地下タンク定期点検作業 

（30 日～31 日） 
・蒸気供給設備定期点検作業 

（30 日～11 月 17 日） 
・加圧水冷却設備水張り、フラッシング作業

（30 日～11 月 10 日） 
・補助冷却設備水張り（30 日～31 日） 
・HTTR 防火帯の維持・整備作業 

（30 日～11 月 2 日） 
・換気空調用蒸気供給設備定期点検 
 （30 日～11 月 22 日） 

・原子力規制庁審査会合〔研究炉班・地震

津波班合同〕（13 日） 
・施設定期検査〔第 5 回の 20 回目〕 

（19 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（27 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（5/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・11 ・補助冷却設備定期点検作業 

（1 日～2 日） 
・クレーン定期点検作業（1 日～2 日） 
・自動火災報知設備定期点検作業 
 （2 日～8 日） 
・非常用発電機定期点検（14 日～12 月 6 日） 
・排気設備等定期点検作業/温度計交換作業 
 （8 日） 
・研究棟高置水槽定期点検作業（10 日） 
・1 次冷却設備定期点検作業 
 （13 日～24 日） 
・気体廃棄物の処理施設 圧縮機作動検査、

主配管、減衰タンク漏えい検査（13 日） 
・冷却水の水質分析作業（15 日） 
・液体廃棄物の廃棄設備 廃液槽 漏えい検

査（SF 建家）（15 日） 
・核燃料物質（使用施設）検認 
（15 日～17 日） 

・エレベータ定期点検作業（16 日） 
・メンテナンスピット放射線モニタ定期点検

（20 日～29 日） 
・補助冷却設備ヘリウム循環機冷却水ジャケ

ット洗浄作業（27 日～30 日） 
・機械棟中和処理設備点検整備作業 
（27 日～30 日） 

・補機/一般冷却水設備薬液注入装置定期点検 
（28 日～29 日） 

・液化窒素供給設備定期自主検査（28 日） 

・津波防災の日に係る地震・津波防災訓練 
（1 日） 

・ボイラー火入れ式（9 日） 
・第 3 四半期/原子炉施設・使用施設等保安検

査 
（炉 14 日～16 日）（使用 14 日～21 日） 

・施設定期検査〔第 5 回の 21 回目〕 
 （17 日） 
・原子力規制庁審査会合〔地震津波班〕 

（24 日） 
・IAEA ランダム査察（30 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（6/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2017・12 ・補助冷却設備凍結防止運転 

（1 日～来春まで） 
・通信連絡設備点検作業（4 日～8 日） 
・1 次冷却設備ヘリウム循環機回転数制御装

置との点検・整備作業（4 日～15 日） 
・非常用発電機設備定期点検/発電機及び制御

盤（4 日～7 日） 
・非常用発電機制御盤の AVR の更新 
 （4 日～1 月 24 日） 
・非常用空気浄化設備 ヨウ素除去フィルタ

再生作業（6 日～15 日） 
・使用済燃料貯蔵建家受変電電源設備定期点

検作業（7 日） 
・加圧水冷却設備凍結防止運転 
 （8 日～来春まで） 
・空調用冷水装置Ⅰベーンコントロールモー

タ交換作業（8 日～11 日） 
・空調用冷水装置点検整備作業 
（8 日～18 日） 

・純水補給・運搬作業（13 日） 
・1 次冷却設備等点検作業（ヒートトレース点

検）（18 日～22 日） 
・冷却水の水質分析作業（19 日、20 日） 
・エレベータ定期点検作業（21 日） 
・非常用発電機設備定期点検/ガスタービンエ

ンジン（21 日～22 日） 
・酸欠警報装置点検校正作業（22 日） 
・チャコール用ドラム缶の搬出 
（25 日～26 日） 

・換気空調用蒸気供給設備定期点検（25 日） 
・加圧水冷却設備フラッシング作業 
 （25 日～26 日） 
・クレーン定期点検作業（26 日） 
・機械棟ボイラー用 A 重油受入（26 日） 

・HTTR 計画課と業務課の統合（1 日） 
・施設定期検査〔第 5 回の 22 回目〕 

（1 日） 
・原科研ホットラボ棚卸終了（5 日） 
・年末年始無災害運動（15 日～1 月 15 日） 
・部門長との意見交換会（20 日） 
・原子力安全監査（20 日～21 日） 
・原子炉設置変更許可申請書（新基準対応）

の第 3 回補正（21 日） 
・省エネパトロール（22 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（7/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2018・1 ・電力調整器盤の点検整備作業（9 日～24 日） 

・フロン排出抑制法に基づく定期点検 
 （11 日～12 日） 
・機械棟ボイラーA 重油受入（12 日） 
・補助冷却設備ヘリウム循環機冷却水ジャケ

ット洗浄作業（15 日～22 日） 
・非常用発電機 A A 重油受入（19 日） 
・1 次ヘリウム純化設備冷水装置定期点検作

業（22 日～26 日） 
・2 次ヘリウム純化設備酸化銅反応筒差圧計

付属機器（三方弁）の分解点検作業 
 （22 日～2 月 2 日） 
・自動火災報知設備他定期点検作業 
 （22 日～31 日） 
・使用済燃料検査室（Ⅰ）遮へい扉点検作業 
 （22 日～24 日） 
・安全弁試験装置の定期自主検査作業 
 （23 日～26 日） 
・冷却水の水質分析作業（23 日、24 日） 
・クレーン定期点検作業（24 日） 
・薬液注入設備薬液注入ポンプ及び加圧水冷

却設備補給ポンプの点検（27 日～2 月 2 日） 
・計測制御系統施設定期点検作業/中性子計

装・原子炉出力制御装置等 
（29 日～2 月 1 日） 

・エレベータ定期点検作業（29 日） 

・2017 年度総合訓練 
発災場所 HTTR 及び WDF（17 日） 

・次年度運転計画（3 ヵ年）届出（30 日） 
・核物質防護訓練（30 日） 

2018・2 ・液体廃棄物の廃棄設備 廃液排出作業/機器

ドレン系、床ドレン系（5 日～28 日） 
・現場差圧計（162DPI111）交換作業（13 日） 
・機械棟ボイラー用 A 重油受入（20 日） 
・エレベータ定期点検作業（22 日） 
・HTTR 異常体験装置の製作（22 日） 
・新燃料体取扱装置自主点検（23 日） 
・クレーン定期点検作業（26 日） 
・冷却水の水質分析作業（26 日～27 日） 
・非常用発電機 B 号機用 A 重油受入（27 日） 
・2 次ヘリウム純化設備ヘリウム充填作業 
 （28 日） 
・移送台車自主点検（28 日） 

・第 4 四半期/原子炉施設・使用施設等保安

検査（14 日～22 日） 
・原子炉設置変更許可申請書（新基準対応）

の第 4 回補正（23 日） 
・茨城県による原災法 32 条に基づく立入検

査；HTTR スタックモニタ（26 日） 
・安全協定に基づく平常時立入調査（27 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（8/8） 

年 月 工 事 ・ 試 験 等 主 要 事 項 
2018・3 ・放射能検出器点検校正作業（5 日～9 日） 

・気体廃棄物の廃棄施設 排気筒外観検査 
（8 日） 

・非常用発電機（ガスタービン）点検整備作

業（12 日～24 日） 
・輸送容器の保管中点検（12 日） 
・消火設備定期点検（14 日～16 日） 
・機械棟ボイラー用 A 重油受入（16 日） 
・エレベータ定期点検作業（19 日） 
・二酸化炭素消化設備点検整備作業 
（19 日～20 日） 

・制御棒交換機用ケーブルの製作に伴う搬入

作業（20 日） 
・冷却水の水質分析作業（22 日～23 日） 
・tetris 定期保守作業（22 日） 
・薬液注入設備 薬液注入ポンプ組立及び作

動検査（22 日～23 日） 
・クレーン定期点検作業（26 日） 
・HTTR 異常体験装置による機器異常体験運

転（27 日） 
・試料採取設備 圧力指示発信器の更新 
 （26 日～30 日） 
・補助冷却設備凍結防止運転停止作業 
（28 日） 

・加圧水冷却設備凍結防止装置取外し作業 
 （28 日） 
・純水・淡水供給設備自主検査（26 日） 
・加圧水冷却設備及び補助冷却設備/配管肉

厚測定（27 日～30 日） 
・機械棟低圧電気設備自主点検（27 日） 
 

・冷却材中金属摩耗粉定量試験〔コールド〕 
（1 日～20 日） 

・所幹部との意見交換会（9 日） 
・センター北地区計画停電（10 日～11 日） 
・2017 年度内部監査（センター） 

（13 日） 
・緊急作業に関する訓練（22 日） 
・放射線障害防止法の基づく立入検査 

（23 日） 
・大洗研究開発センター施設見学会 

（24 日） 
・2018 年度年間運転計画の策定（27 日） 
・2018 年度年間使用計画の策定（27 日） 
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付録 2 2017 年度高温工学試験研究関係主要事項（8/8） 
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付録 3 2017 年度高温工学試験研究関連審査会合及び審査ヒアリング開催履歴（1/5） 

（2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日まで。HTTR の新規制基準適合審査） 
 開催日 議題 
研究炉班 
審査ヒアリング（89） 

2017 年 4 月 3 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －基本的考え方－ 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －外部火災－ 
地震・津波班 
審査ヒアリング（50） 

2017 年 4 月 5 日 ① 敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動のうち内陸地殻内地震について（応

答スペクトル図集及びコメント回答） 
研究炉班 
審査ヒアリング（90） 

2017 年 4 月 13 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －基本的考え方－ 
② 使用済貯蔵建家に関する防護 

地震・津波班 
審査会合（21） 

2017 年 4 月 14 日 ① 敷地ごとに震源を特定して策定する地

震動のうち内陸地殻内地震について（コ

メント回答） 
研究炉班 
審査会合（22） 

2017 年 4 月 18 日 ① 第6条 外部からの衝撃による損傷の防

止に関する基本的考え方 
研究炉班 
審査ヒアリング（91） 

2017 年 4 月 24 日 ① 使用済貯蔵建家に関する防護 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
地震・津波班 
審査ヒアリング（51） 

2017 年 4 月 26 日 ①基準地震動の策定について 

研究炉班 
審査ヒアリング（92） 

2017 年 5 月 8 日 ① 使用済貯蔵建家に関する防護 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
地震・津波班 
審査ヒアリング（52） 

2017 年 5 月 15 日 ① 敷地周辺の地質・地質構造に関するコメ

ント回答 
研究炉班 
審査ヒアリング（93） 

2017 年 5 月 15 日 ① 使用済貯蔵建家に関する防護 
 

研究炉班 
審査会合（23） 

2017 年 5 月 22 日 ① 第6条 外部からの衝撃による損傷の防

止（火山） 
研究炉班 
審査ヒアリング（94） 

2017 年 5 月 29 日 ① 使用済貯蔵建家に関する防護 
 

研究炉班 
審査ヒアリング（95） 

2017 年 6 月 5 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
地震・津波班 
審査会合（22） 

2017 年 6 月 16 日 ① 基準地震動Ssの策定について 

研究炉班 
審査会合（24） 

2017 年 6 月 19 日 ① 第6条 外部からの衝撃による損傷の防

止（火山） 
研究炉班 
審査ヒアリング（96） 

2017 年 6 月 21 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －基本的考え方－ 
注：（ ）内の数字は原子力規制庁との審査回数を示す。 
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付録 3 2017 年度高温工学試験研究関連審査会合及び審査ヒアリング開催履歴（2/5） 

（2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日まで。HTTR の新規制基準適合審査） 
 開催日 議題 
研究炉班 
審査ヒアリング（97） 

2017 年 6 月 29 日 ① 保管廃棄施設 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
地震・津波班 
審査ヒアリング（53） 

2017 年 7 月 3 日 ① 基準地震動Ssの年超過確率の参照及び

建家基礎下レベルでの地震動評価 
研究炉班 
審査ヒアリング（98） 

2017 年 7 月 5 日 ① 保管廃棄施設 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
研究炉班 
審査会合（25） 

2017 年 7 月 10 日 ① 第23条保管廃棄施設 

研究炉班 
審査ヒアリング（99） 

2017 年 7 月 12 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
② 技術的能力 

研究炉班 
審査ヒアリング（100） 

2017 年 7 月 24 日 ① 耐震設計基本方針 
② 保管廃棄施設 
③ 技術的能力 
④ 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －基本的考え方－ 
⑤ 竜巻に関するグレーデッドアプローチ

の適用について 
研究炉班 
審査ヒアリング（101） 

2017 年 8 月 1 日 ① 地震による損傷の防止 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －竜巻及び火山に関するグレーデッド

アプローチの適用について－ 
研究炉班 
審査会合（26） 

2017 年 8 月 3 日 ① 第6条 外部からの衝撃による損傷の防

止（火山） 
研究炉班 
審査ヒアリング（102） 

2017 年 8 月 17 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －竜巻に関するグレーデッドアプロー

チの適用について－ 
② 地震による損傷の防止 
③ 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
④ 保管廃棄施設 

研究炉班 
審査ヒアリング（103） 

2017 年 8 月 22 日 ① 第4条地震による損傷防止に係る波及的

影響評価について 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －竜巻に関するグレーデッドアプロー

チの適用について－ 
研究炉班 
審査ヒアリング（104） 

2017 年 8 月 25 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
注：（ ）内の数字は原子力規制庁との審査回数を示す。 
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付録 3 2017 年度高温工学試験研究関連審査会合及び審査ヒアリング開催履歴（2/5） 

（2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日まで。HTTR の新規制基準適合審査） 
 開催日 議題 
研究炉班 
審査ヒアリング（97） 

2017 年 6 月 29 日 ① 保管廃棄施設 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
地震・津波班 
審査ヒアリング（53） 

2017 年 7 月 3 日 ① 基準地震動Ssの年超過確率の参照及び

建家基礎下レベルでの地震動評価 
研究炉班 
審査ヒアリング（98） 

2017 年 7 月 5 日 ① 保管廃棄施設 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
研究炉班 
審査会合（25） 

2017 年 7 月 10 日 ① 第23条保管廃棄施設 

研究炉班 
審査ヒアリング（99） 

2017 年 7 月 12 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
② 技術的能力 

研究炉班 
審査ヒアリング（100） 

2017 年 7 月 24 日 ① 耐震設計基本方針 
② 保管廃棄施設 
③ 技術的能力 
④ 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －基本的考え方－ 
⑤ 竜巻に関するグレーデッドアプローチ

の適用について 
研究炉班 
審査ヒアリング（101） 

2017 年 8 月 1 日 ① 地震による損傷の防止 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －竜巻及び火山に関するグレーデッド

アプローチの適用について－ 
研究炉班 
審査会合（26） 

2017 年 8 月 3 日 ① 第6条 外部からの衝撃による損傷の防

止（火山） 
研究炉班 
審査ヒアリング（102） 

2017 年 8 月 17 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －竜巻に関するグレーデッドアプロー

チの適用について－ 
② 地震による損傷の防止 
③ 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
④ 保管廃棄施設 

研究炉班 
審査ヒアリング（103） 

2017 年 8 月 22 日 ① 第4条地震による損傷防止に係る波及的

影響評価について 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －竜巻に関するグレーデッドアプロー

チの適用について－ 
研究炉班 
審査ヒアリング（104） 

2017 年 8 月 25 日 ① 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
注：（ ）内の数字は原子力規制庁との審査回数を示す。 
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付録 3 2017 年度高温工学試験研究関連審査会合及び審査ヒアリング開催履歴（3/5） 

（2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日まで。HTTR の新規制基準適合審査） 
 開催日 議題 
研究炉班 
審査会合（27） 

2017 年 8 月 28 日 ① HTTRにおける竜巻に関するグレーデッ

ドアプローチの適用について 
地震・津波班 
審査ヒアリング（54） 

2017 年 8 月 30 日 ① 耐震重要施設の基礎地盤及び周辺斜面

の安定性評価 
地震・津波班 
審査ヒアリング（55） 

2017 年 9 月 6 日 ① 耐震重要施設の基礎地盤及び周辺斜面

の安定性評価 
研究炉班 
審査ヒアリング（105） 

2017 年 9 月 7 日 ① 耐震設計基本方針について 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
研究炉班 
審査ヒアリング（106） 

2017 年 9 月 14 日 ① 設計及び工事の方法並びに保安規定 
② 第6条外部からの衝撃による損傷の防止 

  －火山－ 
地震・津波班 
審査会合（23） 

2017 年 9 月 15 日 ① 基準地震動Ssの年超過確率の参照につ

いて 
② 耐震重要施設の基礎地盤及び周辺斜面

の安定性評価について 
③ 建家基礎下レベルでの地震動評価につ

いて 
地震・津波班 
審査ヒアリング（56）その 1 

2017 年 9 月 21 日 ① これまでの審査会合のまとめ資料（敷地

周辺及び近傍の地質・地質構造、敷地の

地質・地質構造並びに 基準地震動の策

定） 
地震・津波班 
審査ヒアリング（56）その 2 

2017 年 9 月 21 日 ① これまでの審査会合のまとめ資料（敷地

周辺及び近傍の地質・地質構造、敷地の

地質・地質構造並びに 基準地震動の策

定） 
研究炉班 
審査ヒアリング（107） 

2017 年 9 月 22 日 ① 安全避難通路等 
② 監視設備 

地震・津波班 
審査ヒアリング（57）その 1 

2017 年 10 月 3 日 ① 火山影響評価について 

地震・津波班 
審査ヒアリング（57）その 2 

2017 年 10 月 3 日 ① 火山影響評価について 

研究炉班 
審査会合（28） 

2017 年 10 月 13 日 ① 耐震設計基本方針について 

地震・津波班 
審査ヒアリング（58） 

2017 年 10 月 17 日 ① 火山影響評価について 

地震・津波班 
審査会合（58） 

2017 年 10 月 27 日 ① 火山影響評価について 

注：（ ）内の数字は原子力規制庁との審査回数を示す。 
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付録 3 2017 年度高温工学試験研究関連審査会合及び審査ヒアリング開催履歴（4/5） 

（2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日まで。HTTR の新規制基準適合審査） 
 開催日 議題 
地震・津波班 
審査ヒアリング（59）その
1 

2017 年 11 月 13 日 ① これまでの審査会合のまとめ資料 

地震・津波班 
審査ヒアリング（59）その
2 

2017 年 11 月 13 日 ① これまでの審査会合のまとめ資料 

地震・津波班 
審査会合（24） 

2017 年 11 月 24 日 ① 新規制基準適合性に係る審査を踏まえ

た検討・反映事項について 
② 敷地周辺・敷地近傍の地質・地質構造に

ついて 
③ 敷地の地質・地質構造について 
④ 基準地震動Ssの策定について 
⑤ 耐震重要施設の基礎地盤及び周辺斜面

の安定性評価について 
⑥ 津波評価について 
⑦ 火山（立地評価・影響評価）について 

研究炉班 
審査ヒアリング（108） 

2017 年 11 月 29 日 ① 許可基準規則への適合性説明 

研究炉班 
審査ヒアリング（109） 

2017 年 12 月 7 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 
② 設工認申請対象の考え方について 
③ 共用設備に関する許可申請書の記載案 

研究炉班 
審査ヒアリング（110） 

2017 年 12 月 26 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 
② 設工認申請対象の考え方について 

研究炉班 
審査ヒアリング（111） 

2018 年 1 月 12 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

研究炉班 
審査ヒアリング（112） 

2018 年 1 月 30 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

研究炉班 
審査ヒアリング（113） 

2018 年 2 月 9 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

設工認 
審査ヒアリング（1） 

2018 年 2 月 9 日 ① HTTRの設計及び工事の方法の認可申請

（第1回）固定モニタリング設備のデー

タ送信システムの多様化 安全避難通

路等  
研究炉班 
審査ヒアリング（114） 

2018 年 2 月 23 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

設工認 
審査ヒアリング（2） 

2018 年 2 月 23 日 ① HTTRの設計及び工事の方法の認可申請

（第1回）に対するコメント回答 
研究炉班 
審査ヒアリング（115） 

2018 年 3 月 7 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

設工認 
審査ヒアリング（3） 

2018 年 3 月 7 日 ① HTTRの設計及び工事の方法の認可申請

（第1回）に対するコメント回答 
注：（ ）内の数字は原子力規制庁との審査回数を示す。 
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付録 3 2017 年度高温工学試験研究関連審査会合及び審査ヒアリング開催履歴（5/5） 

（2017 年 4 月 1 日～2018 年 3 月 31 日まで。HTTR の新規制基準適合審査） 
 開催日 議題 
研究炉班 
審査ヒアリング（116） 

2018 年 3 月 16 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

研究炉班 
審査ヒアリング（117） 

2018 年 3 月 29 日 ① 許可申請補正に対するコメント回答 

設工認 
審査ヒアリング（4） 

2018 年 3 月 29 日 ① HTTRの設計及び工事の方法の認可申請

（第1回）に対するコメント回答 
注：（ ）内の数字は原子力規制庁との審査回数を示す。 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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